2016年10月19日～20日
10･19国会デモ、審査会日程ずれ込み、参院合区で改憲、南スーダン、生前退位法案、TPP特別委･強行発言、年金、原発、リニア、パリ協定、野党共闘･新潟、高市ら靖国参拝、高江･機動隊〝土民〟〝シナ人〟、参院選格差訴訟、社説
総裁任期延長「改憲のため」　国会前デモ参加者が懸念
朝日新聞デジタル2016年10月19日20時49分
　国会前では１９日夜、安全保障関連法に反対する市民団体によるデモがあり、約６千人（主催者発表）が集まった。参加者らは、自民党が総裁任期の延長を決めたことに懸念を示した。
　東京都府中市の無職藤野晃伸さん（７１）は「憲法改正のために任期を延長したとしか思えず、改憲の可能性が高まった気がする。昔の自民党なら延長への異論がもっと出たのではないか」。川崎市の会社員女性（４３）も「安保法を強行採決して成立させたように、異なる意見に耳を傾けない安倍政権がさらに続いてしまうのではないか」と話した。
　デモは昨年９月１９日の安保法成立後、毎月１９日に続けられている。この日は憲法改正などへの懸念も訴えた。
しんぶん赤旗2016年10月20日(木)

自衛隊を戦地に送るな　戦争法廃止へ総がかり行動　国会前　全国各地で行動
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（写真）戦争法反対と声をあげる人たち＝19日、衆院第２議員会館前


　現在も内戦が続く南スーダンへの自衛隊派遣に反対し、戦争法の廃止を求める行動が１９日、全国各地で行われました。東京では、総がかり行動実行委員会が衆院第２議員会館前を中心に行動を呼びかけ６０００人（主催者発表）が参加。「自衛隊を戦地に送るな」「今すぐ撤退」「『駆け付け警護』反対」とコールしました。

　議員会館前の歩道には、開始３０分以上前から多くの参加者が集まりました。手には「戦争法廃止」などと書かれたプラカードを持っています。東京都北区から参加した男性（６５）は「より良い未来にするために、一人でも多くの人が責任を持って行動したい」と話しました。

　主催者あいさつした高田健さんは、新潟県知事選挙の結果にふれて、「市民と４野党が事実上の結束ができたことが勝利につながった」と指摘。衆院補選でも同様の共闘が必要だと強調し、「私たちはあきらめない。市民と野党の共同をより固くするために行動しよう」と呼びかけました。

　市民団体や労働組合の代表、弁護士らがスピーチ。労働法制の改悪、沖縄・高江でのヘリパッド建設強行など、「安倍政権の暴走を絶対に許さない」と訴えました。

　各野党の国会議員が参加しました。日本共産党の穀田恵二、民進党の近藤昭一両衆院議員、社民党の福島瑞穂、参院会派「沖縄の風」の糸数慶子両参院議員が連帯あいさつしました。

　この行動は、戦争法が強行採決された２０１５年９月１９日を忘れないと、毎月「１９日行動」として各地で行われています。

衆院憲法審査会、議題折り合わず開催ずれ込み

読売新聞2016年10月19日 21時18分

　衆院憲法審査会の与野党筆頭幹事が１９日、国会内で会談し、審査会開催の前提となる２０日の各党幹事懇談会を延期する方向となった。

　審査会で取り上げる議題について協議したが、折り合わなかったという。これにより、早ければ２７日に予定されていた審査会の開催は困難な状況となり、１１月にずれ込む見通しになった。

衆院憲法審査会先送り　20日の幹事懇談会取りやめ 
日経新聞2016/10/20 1:41
　衆院憲法審査会が20日に予定していた幹事懇談会が取りやめの方向となったことが19日、分かった。実質審議を再開する審査会の27日開催も先送りされる見通し。審査会の与野党の筆頭幹事は18日、幹事懇談会を20日に開くと合意していた。
産経新聞2016.10.18 21:56更新 
【憲法改正】自民党、与野党協調路線で「狂ったシナリオ」の修正狙うが、改憲項目絞り込みの日程も描けず
　自民党の憲法改正推進本部が憲法改正で与野党の協調を最優先する方針を決めたのは、停滞した議論を少しでも前進させる狙いからだ。もともと自民党が描いた「最速」の日程は「平成２８年秋の臨時国会での改憲発議」だったが、安全保障関連法の余波などで頓挫。「狂ったシナリオ」の修正に乗り出したが、改憲に向けた今後の具体的な日程は描けていない。
　「野党時代につくったので、やや前のめりのところもあった」
　党憲法改正推進本部の１８日の全体会合では、出席議員から２４年の党憲法改正草案にこだわらないとした保岡興治本部長に同調する声が相次いだ。「改憲勢力」は７月の参院選を経て衆参両院で改憲の国会発議に必要な３分の２議席を確保した。改憲が現実的となったことで、かえって慎重姿勢を強めている。
　安倍晋三首相（党総裁）は憲法改正に強い意欲を持つ。３月の参院予算委員会では「私の在任中に改憲を成し遂げたい」と決意を見せた。しかし、参院選後は「各党が真剣に議論することが必要で、期限ありきの事柄ではない」と国会で答弁するなど軌道修正。その苦渋の胸中を周囲にこう漏らしている。
　「建設的な議論に期待したいが、各党が冷静に議論できるよう妥協も必要だ」
　そもそも昨年２月、当時の推進本部長だった船田元氏は「早ければ２８年秋、遅くても２９年春の国会で発議することを目指す」と明言した。民主党（現民進党）とも具体的な改憲項目として、緊急事態条項を議論することが必要だとの認識で一致していた。
　だが、その最短シナリオを実現するのは極めて困難となっている。衆院憲法審査会で昨年６月、自民党推薦の参考人が安全保障関連法案を違憲と断じたことなどから野党側を勢いづかせ、憲法審査会は長く「休眠」状態が続いてきた。
　自民党が与野党協調の姿勢を示し、ようやく憲法審査会は２７日にも再開する見通しとなったが、今国会で改憲項目を絞り込めるかは見通せないままだ。
（田中一世）
参院の合区解消「憲法改正が必要」　自民・高村副総裁
朝日新聞デジタル2016年10月19日15時45分
　選挙区が県境をまたぐ参議院の合区の解消について、自民党の高村正彦副総裁は１９日、憲法改正で対応する考えを示した。近く党内に設ける検討機関で協議する。憲法審査会での議論の入り口に合区解消を据えることで、野党との改憲論議を進める狙いがある。
　党本部で記者団に語った。高村氏は「単なる法律改正では無理なので、憲法改正が必要になってくる」と持論を展開。党が１８日の憲法改正推進本部で草案を憲法審査会に出さないことを決めるなか、「党の憲法改正草案に全く触れられていなくても、今の時点で大切なことは、衆参の憲法審査会に提案する可能性がある」とも語った。発言は「都道府県制度は１００年以上続く。憲法改正に向けた有権者の理解も得られやすい」（党幹部）との党内の期待を踏まえたものだ。
　合区解消をめぐっては二階俊博幹事長が合区対象になった鳥取、島根、徳島、高知の４県連の意向を受けて検討機関の設置を決めている。週内にも党の参院執行部や憲法改正推進本部などの幹部が集まり、検討機関について協議する。参院自民党は、政策審議会で来週にも合区解消の議論を始め、党の検討機関に参院としての意見を反映させたい考えだ。
高村氏「参院の合区解消、憲法審査会に提案も」
朝日新聞デジタル2016年10月19日11時16分

高村正彦氏
■高村正彦・自民党副総裁
　自民党の憲法改正草案に全く触れられていないことでも、今の時点で、大切なことは衆参の憲法審査会に提案する可能性がある。たとえば参議院の合区解消。最高裁の判例に従えば、単なる法律改正では無理で、何らかの憲法改正が必要になる。早急に党としてプロジェクトチームを作って、検討したい。党の参議院執行部、憲法改正推進本部、党・政治制度改革実行本部、選挙制度改革問題統括本部などで、どういうプロジェクトチームを作るか、すぐ検討に入りたい。（党本部で記者団に）
産経新聞2016.10.19 12:01更新 
自民・高村正彦副総裁　合区解消には「改憲が必要」　党内にＰＴ設置を明言
　自民党の高村正彦副総裁は１９日、党憲法改正草案について「草案に触れられていなくても、今の時点で大切なことは提案する可能性がある」と指摘した。具体的には、参院の「一票の格差」を是正するため、隣接県を一つの選挙区にする「合区」解消に向けた改憲も提案するテーマの一つとして例示した。党本部で記者団に語った。
　同時に、合区解消に向け、党の「憲法改正推進本部」など３機関合同で新たなプロジェクトチーム（ＰＴ）を近く設置する考えを明らかにした。高村氏は「最高裁の判例に従えば、単なる法律改正では無理だ。なんらかの憲法改正が必要になってくるので、早急にプロジェクトチームをつくり検討したい」と述べた。
　改正草案の扱いに関しては「そのまま衆参両院の憲法審査会に出すのはあり得ないし、その中の一部を出すにしても、現時点で吟味した上で提出することになる」と強調した。
産経新聞2016.10.19 21:32更新 
維新・片山虎之助共同代表が柳本卓治・参院憲法審査会長に本格的な議論を要請　「議論しないことがいいという風潮おかしい」
　日本維新の会の片山虎之助共同代表は１９日、柳本卓治・参院憲法審査会長（自民党）と国会内で面談し、今臨時国会で憲法審査会を開き、憲法改正をテーマに議論することを要請した。
　柳本氏は議論を始めることに関し「同じ意見だ」と応じ、森英介・衆院憲法審査会長（自民党）と相談する意向を示した。要請には維新の浅田均政調会長と小沢鋭仁（さきひと）憲法改正推進委員会長も立ち会った。
　片山氏は要請後、記者団に「憲法を議論しないことがいいという風潮は、おかしい。いいところを残し、悪いところを変えるのは当たり前だ」と述べた。
　小沢氏は「（憲法審査会の前身の憲法調査会時代から）十数年、勉強はしてきているが、具体的な話に踏み込んでいない」と指摘し、改憲に向けた実質的な議論をすることに意欲を示した。
産経新聞2016.10.19 17:35更新 
南スーダンＰＫＯ「駆け付け警護」任務部隊、来月１１日（ママ）に派遣
　防衛省が「駆け付け警護」など新任務付与が予定されている南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊の第１１次隊について、来月２０日に派遣する方針を固めたことが１９日、分かった。政府は月内に派遣期間を５カ月延長した上で、第１１次隊の派遣前に新任務を付与する閣議決定を行う方針。
　防衛省は同日の自民党部会で、今月末に期限を迎える南スーダンＰＫＯ部隊の派遣期間を来年３月末まで延長する実施計画の変更案を提示し、了承された。新たな実施計画では航空自衛隊の輸送隊の給油地としてラオスとエチオピアを新たに加え、２５日にも閣議決定する。
　政府は派遣期間の延長とは別に、新任務を付与するための閣議決定を第１１次隊が出発する来月２０日までに行う方針。新たな任務として緊急時における宿営地の共同防護も盛り込む。
南スーダンへの自衛隊派遣、５カ月延長へ　政府が方針
朝日新聞デジタル2016年10月19日13時52分
　政府は、南スーダンで国連平和維持活動（ＰＫＯ）にあたる陸上自衛隊について、今月末で切れる派遣期間を来年３月末まで５カ月間延長する方針を固めた。２５日にも実施計画を閣議決定する。
　１１月中旬以降に現地入りする次期派遣部隊に対し、安全保障関連法で任務を拡大した「駆けつけ警護」を付与するかどうかの判断は先送りする。同国北東部では１７日に政府軍と反政府勢力の間で激しい戦闘が発生。自衛隊が活動するジュバ市内とは離れており、政府は「ＰＫＯ参加５原則は維持された状況」（稲田朋美防衛相）との考えだが、現地の情勢や次期派遣部隊の訓練状況を慎重に見極め、新任務の付与を判断する方針だ。
自衛隊の南スーダンＰＫＯ派遣 来年３月末まで延長へ
NHK10月19日 14時19分
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自民党の国防関係の合同部会が開かれ、アフリカの南スーダンで国連のＰＫＯ＝平和維持活動にあたっている自衛隊について、今月末までとなっている派遣期間を来年３月末まで５か月間延長する方針が了承されました。
アフリカの南スーダンでは、国連のＰＫＯにあたるため、自衛隊の部隊が道路整備などの活動を行っていますが、自衛隊の派遣期間は今月末までとなっています。
これについて、１９日に自民党の国防関係の合同部会が開かれ、政府側から、現地ではＰＫＯの任務を円滑に進めるため、自衛隊の活動の継続を求める声が強いなどとして、派遣期間を来年３月末まで５か月間延長する方針が示され了承されました。
これを受けて、政府は、今月中に派遣期間の延長を閣議決定することにします。
政府は、来月２０日ごろから交代で派遣される見通しの部隊に、安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新たな任務を付与する方向で検討を進めており、現地の治安状況や部隊の訓練の習熟度などを見極めたうえで、来月にも最終判断する方針です。
産経新聞2016.10.19 16:59更新 
２４日に千葉・木更津でオスプレイ飛行　防衛装備庁発表

海上自衛隊のヘリコプター搭載型護衛艦「いずも」に着艦する米海兵隊のオスプレイ＝７月、鹿児島県西方沖 
　防衛装備庁は１９日、米海兵隊垂直陸着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイが２４日に陸上自衛隊木更津駐屯地（千葉県）周辺で飛行すると発表した。木更津市の要望を受け、駐屯地に現在配備されている陸自ＣＨ４７大型ヘリとオスプレイの騒音を比較するため。木更津駐屯地は米海兵隊オスプレイの定期整備拠点に指定されており、平成３１年から陸自に配備されるオスプレイの整備も行う予定。
「生前退位」法案　菅氏「来年国会に提出」

東京新聞2016年10月19日 夕刊

 　菅義偉（すがよしひで）官房長官は十九日午前の衆院内閣委員会で、天皇陛下が示唆された生前退位に関する法整備を巡り、来年の通常国会に関連法案を提出する意向を表明した。有識者会議による論点整理を年明けにも国会に示し、与野党の議論を踏まえて法案を作成する方針も明らかにした。政府高官が法案提出の時期に公式に言及したのは初めて。

　菅氏は、「天皇の公務の負担軽減等に関する有識者会議」（座長・今井敬経団連名誉会長）が十一月に憲法や皇室制度の専門家から意見を聴き論点整理をまとめると説明。衆参両院議長に論点整理を報告する考えを示した上で「立法府で議論していただき、方向が決定すれば法律として、できれば通常国会に出したい」と述べた。民進党の岡田克也前代表の質問に答えた。

　菅氏は、法整備について「できれば円満に早くと考えている」と強調。与野党の賛否が割れないよう合意を形成することが「一番望ましい」と述べた。皇室典範の改正か、今の天皇陛下に限り退位を認める特別法かは明確にしなかった。

　有識者会議が女性・女系天皇の容認や女性宮家の創設を議論しないことに関しては「そういうところまで入れてしまうと（議論が）拡散してしまう。公務負担軽減に絞ることが必要だ」と理解を求めた。

　政府は来春にも有識者会議から生前退位を巡る最終的な提言を受け、法案を国会に提出する日程を想定。できる限り全会一致に近い形で早期成立を図る。

ＴＰＰ審議、与党強行＝民進は農水相辞任を要求－衆院特別委


衆院ＴＰＰ特別委員会が開会し答弁する山本有二農水相＝１９日夜、国会内
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案を審議する衆院特別委員会は１９日、自民、公明両党と日本維新の会のみで一般質疑を行い、２４日の地方公聴会開催を議決した。山本有二農林水産相が強行採決の可能性に言及したことをめぐり与野党が対立。民進、共産両党が反発し退席する中、与党がＴＰＰ推進派の維新を引き込み、開会を強行した。
　民進党は、山本氏の辞任を要求、対決姿勢を強める構えで、承認案の月内衆院通過をめぐる与野党の攻防が激しくなってきた。
　委員会は予定された午後１時から約６時間遅れて始まった。民進党は委員会開会に際し、塩谷立委員長（自民）に抗議。委員会室が騒然となる中、共産党とともに退席した。２１日には参考人質疑が予定されており、２０日に野党国対委員長会談を開き、今後の対応を協議する。
　山本氏は委員会に出席し、自らの発言について「撤回し、おわびを申し上げる」と謝罪。「私はあくまで、採決は国会で決めることだ、という意を伝えたかった」と釈明した。


衆院ＴＰＰ特別委員会が開会し、塩谷立委員長（右から２人目）に詰め寄る民進党の議員ら。左奥は山本有二農水相＝１９日夜、国会内
　これに先立つ同委理事会でも山本氏は陳謝したが、野党側は「謝って済む問題ではない。自ら責任を取ってほしい」と辞任を要求。塩谷氏に対しても「強行採決しない確約を文書で出してもらいたい」と求めたが、与党側はいずれの要求も拒否した。（時事通信2016/10/19-21:18）
しんぶん赤旗2016年10月20日(木)

ＴＰＰ「強行採決」農水相の暴言　「言語道断」　怒り次々　批准阻止掲げ国会周辺行動
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（写真）ＴＰＰ批准に反対して抗議する国会行動参加者＝19日、衆院第２議員会館前


　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）批准阻止を掲げる諸行動が１９日、国会周辺で行われ、山本有二農水相の強行採決発言に対し、怒りと批准阻止への決意の声があがりました。

　４団体がよびかけた共同行動で、全国食健連の坂口正明事務局長は「ＴＰＰのさまざまな問題が解明されていないのに、大臣が採決を促すなど言語道断だ」と訴えました。参加者は「そうだ」と声をあげました。

　市民と国会議員との情報交換会では、日本共産党、民進党の議員が参加。日本共産党の宮本徹衆院議員が「国会審議の形骸化を進める安倍政権の姿勢があらわになった。野党一丸となって追及していく」と決意を表明。参加者は拍手で応えました。

　「ＴＰＰを批准させない！全国共同行動」の国会前抗議でマイクを握った参加者が次々と「国民をばかにしている」などと訴え、「勝手に決めるな」「強行採決なんかで決めさせない」とコールしました。

しんぶん赤旗2016年10月20日(木)

農水相「強行採決」暴言　極めて重大で許し難い　穀田国対委員長が批判
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（写真）記者会見する穀田恵二国対委員長＝19日、国会内


　日本共産党の穀田恵二国対委員長は１９日、国会内で記者会見し、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）にかかわって山本有二農水相が強行採決の可能性に言及（１８日）したことについて、「極めて重大な発言で許し難い」と厳しく批判しました。

　穀田氏は、ＴＰＰ審議をめぐっては、自民党の福井照衆院議員が「強行採決という形で実現する」と発言し、ＴＰＰ特別委員会の理事を辞任する事件が起きたばかりだと指摘。安倍首相が１７日の同特別委で福井氏の発言について「自民党の考え方とは相いれない」「だからこそ本人は辞職をした」と答弁したことを示し、「党の方針でないことを言った大臣の責任はどうなるのか。首相の任命責任が問われる」と強調しました。

　穀田氏は、地球温暖化対策の新たな国際枠組み「パリ協定」の承認案の審議をめぐっても山本公一環境相が「国会審議の場で荒技があってもいい」と発言するなど政府・与党から暴言が相次いでいることを指摘。「国会での十分な審議を否定し、日程のみを優先させる言語道断の態度と言わねばならない。責任を追及することと合わせて、ＴＰＰについて慎重審議を求める７割を超える国民の世論（共同通信社の調査）に応えて徹底審議を要求したい」と表明しました。

　穀田氏は、ＴＰＰは農業だけでなく食の安全、知財、医療、保険、公共事業調達など国民生活のあらゆる分野にかかわる問題であり、全ての分野での参考人質疑が必要だとし、公聴会についても中山間地や米どころなど１０カ所での開催を提案。そのうえで、「強行採決が間違った発言だというなら、（２８日採決の話もでているが）特別委の委員長も自民党理事も強行採決はしないと明言し、慎重な審議を行うと表明することを要求する」と述べました。

　記者団から「強行採決」発言の背景について問われ、穀田氏は「国会とはなにかという基本的な考え方が間違っている。国の基本にかかわる重大問題で国民の代表者たる国会の審議を通じて国民の理解を得るという基本的見地が欠けている。根本には国会での多数を頼み、数で通せばいいという発想がある」と強調しました。

しんぶん赤旗2016年10月20日(木)

ＴＰＰ特　開会強行　野党抗議　農水相の「強行採決」暴言で紛糾
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（写真）民進・共産の両党が抗議するなか、開会を宣言する塩谷立委員長（右から２人目）。左上は山本有二農水相＝19日、衆院ＴＰＰ特委


　衆院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会は１９日夜、与野党の合意がないまま委員長職権で開会を強行し、２４日の地方公聴会への委員派遣を議決しました。日本共産党と民進党は、強行に強行を重ねる委員会運営には応じられないと抗議しました。

　同日のＴＰＰ特別委員会理事会は終日、山本有二農林水産相が１８日のパーティーでＴＰＰ承認案の「強行採決」にふれた発言をめぐり協議しました。山本氏は１８日に都内で開かれた佐藤勉衆院議院運営委員長のパーティーで、ＴＰＰ承認案について「私は、強行採決するかどうかは、佐藤さんが決めると思っている」と発言していました。

　同理事会で日本共産党の畠山和也議員は、山本氏の発言を「言語道断の発言だ」と厳しく抗議。「国会の審議を否定し、数の力で押し切ることを公言したもので、『強行採決しない』という何らの約束もしないで、どうして委員会を開けるのか」と主張しました。

　ところが与党側は、強行採決しないことの確約などの野党側の求めに応じず、委員長が委員会の開会を強行しました。

　担当大臣の「強行採決」発言を事実上の不問にふし、「強行採決」しないという確約すらせず、委員会を強行する安倍政権・与党の二重の暴挙があらわになりました。

農相、ＴＰＰ強行採決に言及　「迷惑かけた」謝罪、特別委６時間遅れ

東京新聞2016年10月20日 朝刊

 

	予定より大幅に遅れて始まった衆院ＴＰＰ特別委で民進党などの議員が退席した中、「強行採決」発言を撤回する山本有二農相＝１９日午後、国会で
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　山本有二農相は十九日、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案と関連法案を審議中の衆院特別委員会で、強行採決に言及した自らの発言について「ご迷惑をかけた。撤回し、おわび申し上げる」と述べた。民進党は辞任を求めたが、自民党は拒否した。特別委は十九日、農相の責任問題や強行採決しない確約を巡って与野党が対立。開会が約六時間遅れ、民進、共産両党は欠席した。

　山本氏は特別委で、発言について「あくまで採決は国会で決めるものと伝えたかった」と説明した。特別委はこの日午後、野党質疑を四時間行う予定だったが、民進、共産両党が欠席したため日本維新の会の質疑のみ行い、二十四日の地方公聴会開催を議決して閉会。

　自民党の二階俊博幹事長は十九日午前、菅義偉（すがよしひで）官房長官に電話し「政府として緊張感を持ってやってほしい」と要請。菅氏は記者会見で、山本氏に電話で「誤解を生じかねない発言は厳に慎んでほしい」と注意したと明らかにした。一方で、「辞任するような話ではない」と続投させる考えを示した。

　特別委理事会では、野党側がＴＰＰ関係閣僚が強行採決に触れたことを問題視。民進党は「責任を取るのが筋だ」と農相辞任を迫った。塩谷立委員長（自民党）には、強行採決はしないと文書での確約を求めた。与党側は「農相本人は深く反省している。委員長は厳正中立に委員会を運営している」と応じなかった。

　山本氏は十八日夜、佐藤勉衆院議院運営委員長（自民党）のパーティーで、ＴＰＰ承認案について「強行採決するかどうかは、佐藤氏が決める」と述べた。
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「強行採決」発言、農水相謝罪＝野党反発、ＴＰＰ不透明に
　今国会最大の焦点である環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案をめぐり、担当閣僚の一人、山本有二農林水産相が強行採決の可能性に言及した。強引な国会運営を警戒する野党は反発。山本氏は１９日の衆院ＴＰＰ特別委員会理事会で「国会が決めるべきことに関し、行政から不適切な発言をして申し訳ない。撤回したい」と謝罪したが、同特別委は午後１時予定の開会がずれ込み、審議の行方は不透明になった。
　月内衆院通過を目指す与党は、同特別委での地方公聴会の２４日開催を１９日に議決する方針だったが、再検討を迫られる可能性も出てきた。
　公明党の山口那津男代表は参院議員総会で「何のために厳しい日程の中でやりくりをしているのか。そうしたことが無になるような発言は厳に慎むべきだ」と山本氏を批判した。同党の井上義久幹事長は自民党の二階俊博幹事長との会談で「問題ある発言だ。すぐに対応すべきだ」と抗議。二階氏は陳謝し、菅義偉官房長官に「緊張感を持ってやってほしい」と電話で申し入れた。
　菅長官は山本氏に電話で「誤解を生じさせるような発言は厳に慎むように」と厳重に注意。山本氏はその場で陳謝し、発言を撤回した。菅長官は記者会見で「政府としては強行採決は全く考えていない」とも語った。
　一方、民進党の山井和則国対委員長は党の会合で「これから議論しようというときに担当閣僚が強行採決に触れることは前代未聞だ。巨大与党のおごりと緩み以外の何物でもない。ただ単に謝罪したら済む話ではない」と強く反発した。
　山本氏は１８日、佐藤勉衆院議院運営委員長（自民）の会合で「強行採決するかどうかは佐藤さんが決めると思っている」と発言していた。（時事通信2016/10/19-13:36）
自民、目立つ「おごり」　農水相の強行採決発言が波紋
朝日新聞デジタル2016年10月19日22時37分
　環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の承認案をめぐって、「強行採決するかは衆院議院運営委員長が決める」との山本有二農水相の発言が波紋を広げている。民進、共産両党は１９日の衆院ＴＰＰ特別委員会の審議を拒み、山本氏の辞任を要求。菅義偉官房長官や与党幹部らも苦言を呈した。今国会で衆参両院の過半数を握った自民党の「おごり」が目立っている。
　問題の発言は１８日夜、自民の佐藤勉・衆院議運委員長のパーティーで出た。「強行採決するかどうかは、この佐藤勉さんが決める。ですから、私ははせ参じたわけでございます」と山本氏が笑顔であいさつすると、会場は笑いに包まれた。居合わせた閣僚や自民幹部から発言をとがめる声はなかった。
　しかし、１９日朝、報道で発言を知った民進、共産両党が「担当大臣が強行採決に触れるなんて前代未聞だ」（民進・山井和則国対委員長）と反発。午後１時から予定されていた特別委の審議に応じず、山本氏の辞任と「強行採決をしない」との特別委委員長の誓約書を求めた。
　ＴＰＰ承認案をめぐっては、特…【続きあり】
強行採決発言 与党と民進の攻防が激化
NHK10月20日 4時18分
ＴＰＰ協定の国会承認を求める議案などをめぐる山本農林水産大臣の強行採決に関する発言について、与党側は今月中の衆議院通過を目指し、事態を早期に収束させたいとしています。これに対し、民進党は山本大臣の辞任を求め、２０日以降、ほかの委員会での審議にも応じないこともあり得るとしていて、攻防が激しくなっています。
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案と関連法案の審議をめぐって、山本農林水産大臣は１８日、「強行採決するかどうかは、衆議院議院運営委員長が決める」などと発言し、１９日夜の衆議院の特別委員会で発言を撤回したうえで陳謝しました。
与党側は「ＴＰＰの早期発効に弾みをつけるため、他国に先駆けて今の国会での承認を確実にしたい」として、今月中の衆議院通過を目指していて、事態を早期に収束させ、着実に審議を進めたい考えです。
与党側の筆頭理事を務める自民党の森山前農林水産大臣は、「２１日の参考人質疑や来週予定されている地方公聴会もいい形で行いたい」と述べました。
これに対し、民進党は「信頼関係が壊れた状態では質疑はできず、みずからけじめをつけるべきだ」として、山本大臣の辞任を求めるなど対決姿勢を強め、１９日夜に開かれた特別委員会も退席しました。
山井国会対策委員長は「日程ありきで、中身を全く考えない審議ではダメだ。あまりにも強引な委員会運営であり、ＴＰＰへの国民の理解を得る丁寧な審議になっているとは言えない」と批判しました。
民進党は、政府・与党の対応によっては、２０日以降、ほかの委員会での審議にも応じないこともあり得るとしていて、攻防が激しくなっています。
農相、発言撤回し謝罪　民・共欠席で特別委開会

共同通信2016/10/19 20:5510/19 20:56updated

　山本有二農相は19日、衆院環太平洋連携協定（TPP）特別委員会で、承認案の強行採決が選択肢になると受け取れる自らの発言について「ご迷惑を掛けた。撤回し、おわび申し上げる」と述べた。民進党は山本氏の辞任を要求したが、自民党は拒否した。特別委は同日夜、民進、共産両党が質疑に応じないまま約6時間遅れで開会した。

　菅義偉官房長官は記者会見で、山本氏の進退について「辞任するような話ではない」と述べ、続投させる意向を表明した。TPP承認案の審議に関しては「緊張感を持って丁寧に進めたい」としつつも「一定の審議時間があれば、粛々と対応していくのが国会の慣例だ」と述べた。

農水相、ＴＰＰ強行採決発言を謝罪　菅氏の注意など受け
朝日新聞デジタル2016年10月19日13時28分
　環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案をめぐり「強行採決」に言及したことについて、山本有二農林水産相は１９日の衆院ＴＰＰ特別委員会の理事会に出席し、発言を謝罪した。
　これに先立ち、自民、公明両党の幹事長と国会対策委員長は、東京都内のホテルで会談し、山本氏の問題について「（審議中の）この時期に緊張感が足りない」との認識で一致した。　会談では、公明党の井上義久幹事長が「問題発言だ。すぐ対応すべきだ」と抗議。自民党の二階俊博幹事長は謝罪し、菅義偉官房長官に「政府は緊張感をもってやってもらいたい」と伝えると応じた。菅氏は、誤解を招く発言を慎むよう、山本氏に注意した。菅氏は同日午前の記者会見で「政府として強行採決することはまったく考えていない」と述べた。
　一方、民進党の笠浩史国対委員長代理は同日午前の記者会見で、「巨大与党をバックにした政府のおごり、ゆるみの極みだ」と批判。「審議前から理事が強行採決に言及したり、入り口から強行ありきという対応は絶対に許すことができない」と反発した。
　山本氏は１８日夜の佐藤勉・衆院議院運営委員長のパーティーで「強行採決するかどうかは、この佐藤勉さんが決める」と発言した。８月まで自民党国対委員長を務めた佐藤氏は、現在も同党の国会対策に影響力があるとされる。
「ＴＰＰ強行採決」言及　菅氏が厳重注意 農相は発言撤回

東京新聞2016年10月19日 夕刊

 　菅義偉官房長官は十九日午前の記者会見で、衆院特別委員会で審議中の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案を巡り、強行採決に言及した山本有二農水相に電話し「誤解を生じかねない発言は厳に慎んでほしい」と厳重注意したことを明らかにした。山本氏は「誤解される発言で大変申し訳ない」と陳謝し、発言を取り消す意向を示した。菅氏は強行採決は「政府として全く考えていない」と述べた。

　これに先立ち、自民党の二階俊博、公明党の井上義久両幹事長らは東京都内で会談し、山本氏の発言について「緊張感が足りない」との認識で一致。二階氏はこの後、菅氏に電話し「政府として緊張感を持ってやってほしい」と申し入れた。公明党の山口那津男代表は党会合で「円満審議を妨げるような発言だ。厳に慎むべきだ」と述べた。

　民進党の笠浩史国対委員長代理は同日午前の記者会見で「閣僚として極めて不適切で、信じられない発言だ。巨大与党をバックにした政府のおごりであり、緩みだ」と批判した。野党側は同日午後のＴＰＰ特別委前の理事会で、山本氏の発言の経緯をただした。

　山本氏は十八日に東京都内で開かれた佐藤勉衆院議院運営委員長（自民党）のパーティーで、ＴＰＰ承認案を巡り「強行採決するかどうかは、佐藤氏が決める」と述べた。

産経新聞2016.10.19 21:46更新 
【ＴＰＰ】「気の緩みだ！」政府・自民に公明激怒　山本有二農水相も「強行採決」、発言撤回も衆院ＴＰＰ特別委は紛糾
　環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）承認案と関連法案をめぐり、山本有二農林水産相が１８日に強行採決が選択肢と受け取れる発言をし、衆院ＴＰＰ特別委が１９日、紛糾した。目標とする今月中の衆院通過を控えた中での不用意な発言に、連立を組む公明党は「政府の気の緩みだ」と激怒。それでも政府・与党は同日夜、民進党などが退席した中で審議を進めたが、大きな禍根を残した。
　真っ先に山本氏糾弾の声を上げたのは野党ではなく、公明党だった。１９日朝の自民党幹部との会談で、井上義久幹事長は「問題ある発言で、すぐに対応すべきだ」と批判。自民党の二階俊博幹事長が陳謝した上で直ちに菅義偉官房長官に「緊張感を持ってやってほしい」と申し入れ、菅氏が山本氏を厳重注意した。
　山本氏は１８日夜に開かれた自民党の佐藤勉衆院議院運営委員長のパーティーで「野党は『強行採決するやろ』と安倍晋三首相に聞くが、私は内心思っている。強行採決するかどうかは佐藤さんが決めるんだ」と述べた。会場は笑いに包まれた。公明党が怒りを募らせるのも無理はない。ＴＰＰ関連の政府・自民の緩みはこれで２回目だからだ。
　９月２９日には、特別委理事だった福井照衆院議員が「強行採決で実現する」と述べ、理事辞任に追い込まれた。その際、二階氏は「言動に注意してほしい」と党内に粛正を求めていたにもかかわらず、今度は担当の閣僚が失態を演じた。
　「強行採決」発言は野党の格好の攻撃材料となった。山本氏は特別委理事会で「不適切な発言をして申し訳ない」と謝罪。それでも民進党は１９日の審議を拒み、正常化の条件として山本氏辞任と、塩谷立委員長（自民）による「強行採決をしない」との念書を提出するよう突きつけた。
　山本氏は予定より約６時間遅れて始まった１９日夜の特別委で重ねて謝罪したが、民進、共産両党は「おかしい。強行だ」と訴えて退席。両党欠席のまま、採決の前提となる地方公聴会の２４日開催が与党と日本維新の会の賛成で決まった。
　首相は１７日の特別委で「わが党は強行採決をしようと考えたことはない」と明言したばかり。政府・与党は月内の衆院通過方針を崩さないが、無理な国会運営をせざるを得なくなった自民党幹部は、こう心情を吐露した。
　「山本氏に『バカヤロー！』と叫びたいよ…」（田中一世）
産経新聞2016.10.19 21:06更新 
【ＴＰＰ】民進・山井和則国対委員長「おわびする側がおわびを強行、前代未聞だ」　与党の特別委運営に抗議
　山本有二農林水産相の発言をめぐり空転していた衆院環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）特別委員会が１９日夜、民進、共産両党が反対する中、予定より約６時間遅れて始まったことを受け、民進党の山井和則国対委員長は急遽（きゅうきょ）、国会内で記者会見し、与党側に抗議した。「あまりに強引なやり方で、国民の理解を得る丁寧な審議とは全く言えない」と訴えた。
　民進党は特別委の冒頭、篠原孝、今井雅人両理事らが塩谷立委員長の席に詰め寄って審議開始に反対し、山本氏の謝罪を聞かずに退席した。
　これに先立つ特別委理事会で、民進党は山本氏の辞任と、「強行採決しない」という塩谷氏の念書提出を要求したが、与党側は応じなかった。
　山井氏は会見で「今月中に（承認案を）衆院通過させる日程ありきで、審議の中身は考えていない」と批判し、与野党が円満かつ丁寧に審議することが前提だと強調した。
　その上で「おわびする側がおわびを強行するのは、前代未聞だ。『強行的な運営を今後しません』と政府・与党が誓う質疑を強行するなどあり得ない」と非難した。山本氏の進退については「ことの重大さに鑑み、自ら判断することだ」と述べるにとどめた。
　会見に同席した今井氏は、自民党も理事会で山本氏の発言を批判していたと指摘。「深刻なことだという認識があるなら、今日は一日おわびに徹するのが当たり前だ」と述べ、改めて山本氏の辞任を求めた。
参院もＴＰＰ委設置＝自・民合意
　自民党の松山政司、民進党の榛葉賀津也両参院国対委員長は１９日、国会内で会談し、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に関する参院特別委員会を設置することで合意した。２１日の本会議で議決する。自民党は、委員長について林芳正元農林水産相を軸に調整している。（時事通信2016/10/19-18:17）
「ＴＰＰ、本当に審議できるか」蓮舫氏、農水相を批判
朝日新聞デジタル2016年10月19日23時16分
■蓮舫・民進党代表
　ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）の審議、大事です。食の安全、大事です。国民のみなさんが大事だと思っている。それなら、審議を深めようじゃないか。でも、情報公開はしない。お辞めになられた（自民党の衆院ＴＰＰ特別委員会）理事は、強行採決に言及した。（安倍晋三）総理は「（自民党は）結党以来、強行採決をしようと考えたことはない」と言われましたが、その翌日夜、担当大臣が「強行採決するかどうかは衆院議院運営委員長が決める」と明言した。おもしろい政党です。この大臣の下で、本当に審議ができるのか。（東京都内の会合で）
田村氏と長妻氏、年金改革関連法案を議論

読売新聞2016年10月19日 23時33分

　自民党の田村憲久・前厚生労働相と民進党の長妻昭・元厚生労働相が１９日、ＢＳ日テレの「深層ＮＥＷＳ」に出演し、政府が今国会で成立を目指す年金改革関連法案について議論した。

　田村氏は「法案によって年金が減り、国が得するという話ではない。想定から外れたときに将来の人が苦しまないように手当てした」と法案の必要性を強調した。長妻氏は「現在、（年金の支給水準が）老後の安心を確保できる水準なのか。法案を取り下げて抜本改革を議論しよう」と述べた。

「年金カット額を過少に試算」　抑制新ルールに民進が反発

東京新聞2016年10月20日 朝刊

　衆院厚生労働委員会は十九日、塩崎恭久厚労相からの所信表明の聴取などを行った。年金給付額を抑制するルール 
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の強化などを盛り込んだ年金制度改革関連法案の取り扱いを巡って与野党の対立が深まる中、民進党が委員会の開催に抗議し、開会が予定より約二十分遅れるなど紛糾した。　（中根政人）

　民進党は関連法案を「年金カット法案」と批判。新ルールを二〇〇五年度にさかのぼって適用した場合の試算を厚労省が十七日に発表したが、同党は「高齢者の年金のカット額を過少にみせている」などと試算結果に反発している。

　十九日の衆院厚労委の開会前には、野党筆頭理事を務める民進党の柚木道義氏が「政府がありえない試算を出して国民をだましている」などと、丹羽秀樹委員長（自民）ら与党側に詰め寄り、厚労省の試算の再提出を求めた。共産党も同調し、一時騒然となった。

　関連法案には、パート従業員らの厚生年金加入の拡大や国民年金に加入する女性の産前産後の保険料免除などの充実策もセットとなっている。無年金者対策に年金を受け取るために必要な加入期間（受給資格期間）を二十五年から十年へ短縮する見直しを盛り込んだ年金機能強化法改正案も含まれる。一方、年金給付額を抑える新ルールや、給付をさらに抑える仕組み「マクロ経済スライド」の強化策も盛り込まれている。

　民進党はこの日も、受給資格期間短縮の法案を分離して審議するよう要求。一括審議を主張する政府・与党を「無年金対策を人質に取っている」と批判する。

しんぶん赤旗2016年10月20日(木)

委員長職権で開催強行　衆院厚労委　共産・民進が抗議

　衆院厚生労働委員会は１９日、丹羽秀樹委員長（自民党）が職権で委員会を開き、塩崎恭久厚労相の所信演説を強行しました。日本共産党と民進党は委員会に出席し、強引な開催に抗議しました。

　政府・与党は、継続法案の「年金カット法案」と、無年金救済のため受給に必要な保険料の納付期間を短縮する法案をセットで早期審議入りを目指しています。民進党は「年金カット法案」について、審議の前提となる政府試算が恣意（しい）的で問題があり、救済法案と切り離して審議すべきだと要求してきました。

　日本共産党の高橋千鶴子議員は、試算の問題も含め委員会でしっかり議論すべきだと主張。同時に、与党が議院運営委員会で、年金２法案をまとめて２０日の本会議に提出すると提案してきたことをあげ、「急ぐべき救済法案は切り離して先に審議し、『年金カット法案』は将来にかかわる重大な法案であり、時間をかけて審議すべきだと主張してきたが、与党はゼロ回答だ。納得いかない」と批判しました。

原発再稼働で余る電力　九電、オール電化ＣＭ再開へ

東京新聞2016年10月19日 夕刊

	 オール電化のメリットを強調する九電のホームページ
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　九州電力が家庭向けのオール電化商品の売り込みの強化のため、今月にもテレビＣＭを再開する。東京電力福島第一原発事故を機に自粛していたが、川内（せんだい）原発（鹿児島県）１、２号機が再稼働し、来春には玄海原発３、４号機（佐賀県）の再稼働も目指す中、電力供給がだぶつくことが予想されるためだ。オール電化で電力消費を増やそうとの思惑があるが、世の中に定着しつつある節電志向とは逆行する。　（荒井六貴）

　「光熱費で選べば、電化でしょ！」「火を使わない安心感　お手入れカンタンなＩＨ」－。九電のホームページに、オール電化の売り込み文句が並ぶ。今月一日から年末まで、同社が進める「オール電化キャンペーン」だ。

　九州地方でスタート予定のＣＭも、その一環。オール電化の目標は一万三千戸。九電の契約者が、電気給湯器やＩＨクッキングヒーター（電磁こんろ）を購入し、九電の無料会員サイトに登録すると、熊本県の名産品などが抽選で当たるという。

　二〇一一年三月の福島第一原発事故後、オール電化は「電気を使いすぎる」「省エネに逆行する」と批判が出た。九電も電力不足を理由に、オール電化の売り込みを自粛してきた。

　だが、昨年八月に川内１号機、同年十月に２号機が再稼働し、九電管内の電力供給は余裕があるというより、むしろだぶつき気味の日も多い。

　家電製品の省エネ性能が上がり、節電も定着したことで、九州の電力消費量は低下傾向にある。一〇年の夏場の最大電力消費量は千七百五十万キロワットだったのに対し、今年は八月二十二日の千五百五十万キロワットがピーク。川内原発二基分（計百七十八万キロワット）を超える消費量が減った。

　オール電化の営業強化について、九電の広報担当者は「川内原発が稼働し、電力供給に余裕が出てきた」と説明。また玄海原発３、４号機は、原子力規制委員会による新基準に基づく審査が実質的に終わっており、今月中にも「適合」の判断が示される見通しだ。

東電は新潟で柏崎刈羽のＣＭ　知事選後も「続行」

東京新聞2016年10月19日 夕刊

 　東京電力はオール電化のＣＭは控えているものの、柏崎刈羽原発が立地する新潟県で、安全対策を宣伝するＣＭを一年以上、放映している。県知事選で当選した米山隆一氏は「県民の命と暮らしが守られない現状において、再稼働は認められない」と主張するが、東電は「安全対策を理解してもらうことと、説明することは務めなので、ＣＭは継続する」（新潟本社）と話している。

　「柏崎刈羽原発では福島第一の事故を踏まえ、対策、対応を進めております」「事故の反省を胸に刻み、災害に強い発電所づくりに全力を尽くします」

　東電は昨年六月から、こんな三十秒ＣＭを新潟県内で放映している。民放四社で、回数は月に計三百二十本。「津波対策編」「電源対策編」など五種類あり、高さ十五メートルの防潮堤が建設されたことが描かれたり、職員の決意表明を紹介したりしている。

　これに対し、原発事故の避難者らが今年三月、「お金を支援に使ってほしい」「都合のいい情報だけ出している」などと中止を要請した。しかし、東電は突っぱね、ＣＭにかかった経費の公開も応じていない。

　こうした東電の姿勢に、泉田裕彦知事も「再稼働のキャンペーンだとすると罪深い」と、疑問を呈していた。

廃炉２基も「日本鋳鍛鋼」製　仏で圧力容器の強度不足疑い

東京新聞2016年10月19日 夕刊

	 [image: image14.jpg]MRESEERRIENILHRIHES Ha L
RURNRIONIER o E

Aﬁwﬁ%w&ﬁm%ﬁe%ﬁv
AREMNE-IrBREY







　原子力規制委員会は十九日、定例会合を開き、フランスの原発で重要設備の強度不足が指摘された大型鋳鋼品メーカー「日本鋳鍛鋼（ちゅうたんこう）」（北九州市）が、廃炉となった関西電力美浜原発２号機（福井県）と九州電力玄海原発１号機（佐賀県）でも、重要設備を製造していたと明らかにした。

　フランスで強度不足が指摘されたのと同じ「鍛造」という製法で、原子炉圧力容器の上ぶたを製造していた。これまでの調査で、同社が九州電力川内１、２号機（鹿児島県）など八原発十三基の原子炉圧力容器を製造したことが判明していた。

　規制委はこのうち川内の二基を除く七原発十一基の圧力容器の上ぶたなどに注目して調査を進めている。廃炉となった原発についても、日本鋳鍛鋼が重要設備を製造していたか報告するよう電力各社に求めていた。

　会合では、事務局の原子力規制庁が同社から聞き取った製造工程などを報告。電力各社は今月末までに重要設備での強度不足の有無などについて報告する予定。

＜原発の強度不足疑惑＞　フランスの原子力安全局が６月、運転中の原発の原子炉圧力容器など重要設備に強度不足の疑いがあり、調査を進めていることを明らかにした。設備を製造したのはフランスの「クルゾ・フォルジュ」社と、日本の「日本鋳鍛鋼」。問題となったのは、金属をたたいて延ばす「鍛造」という製法で造られた圧力容器の上ぶたなど。材料の鋼鉄に含まれる炭素の濃度が高いと、衝撃に弱くなるなど強度低下につながり、フランスの調査では濃度が基準値を超えたものが見つかっている。フランスでは強度確認のため金属に光を当てて炭素濃度を測る機材を使った詳細な調査を実施している。

「高浜」審査対応で過労自殺　関電課長職、残業月２００時間

東京新聞2016年10月20日 朝刊
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　運転開始から四十年を超えた関西電力高浜原発１、２号機（福井県高浜町）の運転延長を巡り、原子力規制委員会の審査対応をしていた同社課長職の四十代男性が四月に自殺し、敦賀労働基準監督署が労災認定していたことが分かった。一カ月の残業が最大二百時間に達することもあり、労基署は過労自殺と判断した。

　男性は「管理監督者」に当たるとされ、労働基準法で定める労働時間の制限は受けない。ただ会社側は残業時間や健康状態を把握、配慮する義務がある。二基は当時、七月七日の期限までに規制委の審査手続きを終えなければ廃炉が濃厚で、関係者によると男性は極度の繁忙状態にあった。

　関電は原発への依存度が高く、再稼働は経営に直結する問題。男性の自殺について、関電は「コメントは差し控える」としている。

　関係者によると、男性は技術者で工事関係の課長職。審査手続きの一つ、設備の詳細設計をまとめる工事計画認可申請を担当していた。数万ページに及ぶ資料にミスが見つかるたびに、規制委への説明に追われていた。

　労働時間は一月から急増。二月の残業は約二百時間と推定され、三月から東京に出張して資料作成や規制委の応対に当たった。三、四月の残業も百時間前後とみられる。四月中旬、出張先の都内のホテルで自殺しているのが見つかった。体調が良くない様子で同僚から心配する声があったという。

　再稼働に向けた審査対応業務を巡っては、厚生労働省が労基法で定めた残業時間制限の適用除外とする通達を出している。通達が出た二〇一三年時点で申請のあった原発が対象で、高浜１、２号機は対象外だった。

　規制委は六月、高浜１、２号機の運転延長を認可した。

しんぶん赤旗2016年10月20日(木)

リニア建設　問題山積　共産党追及　財政投融資　ＪＲ東海への経営支援　清水議員
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（写真）質問する清水忠史議員＝19日、衆院国交委


　日本共産党の清水忠史議員は１９日の衆院国土交通委員会で、リニア新幹線への財政投融資（財投）はＪＲ東海への経営支援であり、同社による「全額自己負担」の前提が崩れると追及しました。

　清水氏は、なぜ財投によって全線開業が最大８年前倒しできるのかも追及。国交省の奥田哲也鉄道局長は「ＪＲ東海が金利変動リスクや資金調達リスクを回避することができる」と答えました。

　清水氏は、ＪＲ東海が、“安定配当を維持しつつ、長期固定低利の財投によって経営リスクを低減できる”としていることを示し、「財投はＪＲ東海への経営支援だ」と指摘。「『全額自己負担』としていた事業認可の前提が崩れる」と批判しました。

　清水氏は「最大８年前倒し」に保証があるのかも追及。奥田氏は「工期延長の可能性がないとはいえない」と、努力目標にすぎないことを認めました。

　清水氏は、リニア新幹線の効果とされている「人口７千万人の巨大都市圏スーパー・メガリージョン形成」を疑問視。２０６５年の推計人口８１００万人（国立社会保障・人口問題研究所）に対し、三大都市圏に７千万人を維持するなら「いびつな国土となり、地方創生どころか地方消滅だ」と批判。一方で、ＪＲ東海の在来線にホームドア設置駅がないことなどを挙げ、「リニア建設より、安全対策や在来線の維持管理を優先させるべきだ」と強調しました。

しんぶん赤旗2016年10月20日(木)

リニア建設　問題山積　共産党追及　大深度地下使用認可　地権者権利　侵害の恐れ　本村議員
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（写真）質問する本村伸子議員＝19日、衆院国交委


　日本共産党の本村伸子議員は１９日の衆院国土交通委員会で、リニア新幹線建設に関連して大深度地下（深さ４０メートル以上の地中）使用認可の問題を取り上げ、土地利用が制限され地権者の権利を侵害する危険性を追及しました。

　大深度地下使用の認可は大深度地下法に基づき、事業者が地権者の同意なしに地下を使用できるようになるもの。本村氏は、初めて本格的に大深度地下法が適用される東京外環道で「土地利用に制限を課すこともない」としていたにもかかわらず、突然、都市計画事業を認可し、建築制限など権利侵害された事例を紹介。住民からは「だまされた」と声が上がっているとして、大深度地下使用認可と都市計画事業認可の取り消しを求めました。

　リニア建設では、東京都品川、世田谷、大田各区・町田市、川崎市、名古屋市・愛知県春日井市の計５５キロメートルが大深度地下使用認可の対象。本村氏は、リニア建設で「都市計画事業を適用することはないのか」と迫りました。石井啓一国交相は「現時点で予定はない」と述べ、今後の可能性は否定しませんでした。栗田卓也都市局長は、大深度地下使用の認可のみの場合、土地利用が制限される可能性は「皆無ではない」と答弁。本村氏は「大深度地下法は地権者の権利を侵害するもので適用すべきでない」と主張しました。

　本村氏が、大深度地下にリニアが通る土地を取り引きする際、宅地建物取引業法の重要説明事項に当たるかただすと、谷脇暁土地・建設産業局長は「対象とされていない」と答弁。本村氏は「消費者にとって不利益になる」と批判しました。

しんぶん赤旗2016年10月20日(木)

リニア建設　問題山積　共産党追及　経済効果　試算も根拠もない　島津議員
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（写真）質問する島津幸広議員＝19日、衆院内閣委


　日本共産党の島津幸広議員は１９日の衆院内閣委員会で、政府は「地方創生回廊」の名のもとでリニア中央新幹線に３兆円の財政投融資を行い全線開業を前倒しするとしているが、それで政府のいう「成長の果実が津々浦々にいきわたる」のかは大いに疑問だと批判しました。

　島津氏が「地方創生回廊」による日本経済の効果の試算を問うと、石原伸晃経済再生相は「マクロ経済の分析はまだ行われていない」と答弁。島津氏は「試算もない、根拠もない、スローガンだけ。大変無責任だ」「“未来への投資”だというが“未来への浪費”だ」と批判し、地方が特性を生かして自立することで経済の好循環を生み出す、地に足のついた経済対策への転換を求めました。

しんぶん赤旗2016年10月20日(木)

パリ協定が審議入り　参院本会議　倉林氏「批准遅れ政府責任重大」
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（写真）質問する倉林明子議員＝19日、参院本会議


　２０２０年以降の地球温暖化対策の新たな国際枠組み「パリ協定」の承認案が１９日、参院本会議で審議入りし、日本共産党の倉林明子議員が質問に立ちました。条約や協定は衆院から審議を始めるのが国会運営の基本ですが、政府・与党が環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の衆院審議を優先したため、パリ協定は参院先議とされました。

　パリ協定は、温室効果ガス最大排出国の中国、米国を皮切りにインド、ＥＵ（欧州連合）などが批准し、日本抜きで１１月４日に発効することがすでに決まっています。倉林氏は「こうした世界の流れを理解せず、承認案の提出が大幅に遅れた政府の責任は極めて重大だ」と指摘。パリ協定の年内発効を想定せず、ＴＰＰを最優先に臨時国会にのぞんだ安倍内閣の姿勢を厳しく批判しました。

　そのうえで、倉林氏は、２０３０年度の温室効果ガス削減を１３年度比２６％とする日本の目標は「低すぎる」と指摘。「直ちに見直し、大幅に削減目標を引き上げるべきだ」と主張しました。

　また、石炭火力発電所の新増設は「『脱炭素化』というパリ協定の合意に逆行する」として中止を要求。原発と石炭火力をベースロード電源と位置付けるエネルギー基本計画を撤回し、再生可能エネルギーの飛躍的な導入拡大へ舵（かじ）を切るよう求めました。

　岸田文雄外相は「（パリ協定が）当初の見通しよりも早期の発効となったことは事実だ」と答弁。世耕弘成経産相は「（原子力に対する）幅広い理解が得られるよう粘り強く取り組む」などと述べ、原発推進を続ける姿勢を示しました。

「３期９年」月内にも結論＝総裁任期延長、全議員で協議－自民


党・政治制度改革実行本部の役員会であいさつする自民党の高村正彦副総裁（中央）＝１９日午後、東京・永田町の同党本部
　自民党は１９日、党・政治制度改革実行本部（本部長・高村正彦副総裁）の役員会で、総裁任期延長について協議した。月内にも党所属の全国会議員が出席できる全体会合を開いて「連続３期９年」と「期数制限撤廃」の２案を一つに絞り込む方針で一致した。党幹部は「大方は『３期９年』になると思っている」と述べ、「３期９年」の方向で意見集約を目指す考えを示した。
　全体会合で任期延長の結論が得られれば、総務会などの手続きを経て、来年３月の党大会で正式に党則が改正され、安倍晋三首相（党総裁）に長期政権の道を開くことになる。（時事通信2016/10/19-19:13）
自民党、総裁任期を延長へ　「３期９年」案が軸
朝日新聞デジタル藤原慎一2016年10月19日14時26分
　自民党は１９日、党・政治制度改革実行本部の役員会で、現行の「連続２期６年」の党総裁任期を延長することを決めた。「３期９年」案を軸に、無期限にする案も含めて最終判断を実行本部長の高村正彦副総裁に一任した。いずれの場合でも、２０１８年に連続２期の任期満了を迎える安倍晋三首相が３選に向け立候補できる環境が整うことになった。
　役員会では、任期延長への賛成を前提に、３期９年案と無期限案のどちらかにするかでは意見が分かれた。だが、最終的には「３期９年」を私案として示した高村氏に対応を一任したことで、無期限よりも「３期９年」が軸となる。全議員が参加できる会合を月内に開いたうえで、来年３月の党大会で正式に党則を改正する。
　総裁任期延長は、今年８月の党役員人事で就任した二階俊博幹事長が主導。安倍首相の任期を２年近く残す段階でさらなる長期政権に道を開くことになるため、「ポスト安倍」をめざす石破茂・前地方創生相が異論を唱えたほか、岸田文雄外相も不快感を示したが、反対論は党内全体には広がらず、むしろ容認する空気が大勢を占めた。
　実行本部は全８派閥、１グループからメンバーを選出し９月２０日からの役員会で議論を開始。高村氏が「３期９年」を私案として提示した。「今議論すべき時期なのか」「安倍首相のための延長と見られないようにしてほしい」といった指摘は出たものの、明確な反対論はなかった。（藤原慎一）
安倍１強、消える異論　総裁任期延長、会合３回だけ
朝日新聞デジタル2016年10月20日04時05分

２０１８年総選挙の顔ぶれは？
　安倍晋三首相が首相在職１０年に迫る超長期政権への挑戦権を手に入れることになった。自民党が総裁任期延長の議論を始めて、わずか１カ月弱。目立った異論も出ないまま、「安倍１強」の党内模様を映し出すスピード決着。「ポスト安倍」候補たちは、首相の座への戦略変更を迫られる。
　１９日の党・政治制度改革実行本部の役員会そのものが、今回の「短期決戦」を象徴していた。本部長の高村正彦副総裁が幹部以外のメンバーに「最終の意見を述べてほしい」と求めてから３０分足らず。高村氏への一任を取り付け、９月２０日の初会合からわずか３度で任期延長は決まった。
　それまでの議論の運び方が周到だった。
　二階俊博幹事長は就任直後から「１年交代で総理が代わった時代がある。ゆとりがあってもいい」と踏み込み、延長に向けた党内の世論作りを始めた。本部長に高村氏、本部長代理に茂木敏充政調会長と、いずれも首相に近い党幹部も据えた。役員会には、石破茂・前地方創生相や岸田文雄外相ら「ポスト安倍」候補を抱える派閥からの異論に備え、全派閥からまんべんなく選ぶことで、党内全体から意見を聴く形を整えた。
　役員会初会合では冒頭で、高村氏が「３期９年」の私案をぶち上げ、茂木氏が主要国の政党に党首の多選禁止規定がないことを説明。「延長ありき」の流れを作った。
　石破、岸田両派の議員からは「…【続きあり】
自民 総裁任期 事実上の延長決まる
NHK10月19日 16時02分
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自民党の総裁任期の延長を議論する役員会が開かれ、現在、「１期３年、連続２期まで」となっている任期を、連続３期まで延ばすか、任期の制度自体を撤廃するかのいずれかが望ましいという認識で一致し、事実上、総裁任期は延長されることになりました。
続きを読む
自民党の総裁の任期は党則で「１期３年、連続２期まで」と定められていて、平成２４年に再選された安倍総理大臣は現在２期目で、今の党則では、再来年、平成３０年９月まで務めることができます。
総裁任期の延長を議論する「党・政治制度改革実行本部」は１９日、３回目の役員会を開き、本部長を務める高村副総裁や、党内８つのすべての派閥の議員らが出席し、意見を交わしました。
その結果、役員会としては、連続３期９年までに延ばすか、任期の制度自体を撤廃するかのいずれかが望ましいという認識で一致しました。
そして、月内にも開かれる、党所属の国会議員を対象にした会合で、どのような案を示すかは、高村氏に一任することを決め、事実上、自民党の総裁任期は延長されることになりました。
党としては、年内に意見を集約し、来年３月の党大会で党則を改正したい考えです。
ポスト安倍の異論封じる　首相、任期延長へ着々と布石
朝日新聞デジタル藤原慎一2016年10月19日20時44分
　安倍晋三首相（自民党総裁）が２０１８年の総裁選に、３選を目指して立候補できることになった。党・政治制度改革実行本部が１９日の役員会で、現行の「連続２期６年」からの総裁任期延長を決めたためだ。首相が悲願とする憲法改正のスケジュールや、２０年の東京五輪などを見据えた今後の政権運営にも影響する可能性がある。
　安倍首相の自民党総裁としての任期は、１８年９月で２期目が満了する。実行本部役員会は「連続３期９年」とする案を軸に、無期限とする案も含めた最終判断を本部長の高村正彦副総裁に一任した。来年３月の党大会で、３選を禁じた党則の改正を正式決定する。
　首相は昨年９月に総裁選で無投票再選した直後、周辺に対し、欧州主要国の例を挙げて長期政権に向けた意欲を語っていた。今年８月の党役員人事で、早くから任期延長論を唱えた二階俊博氏を幹事長に据えるなど、着々と布石を


打ち、党内でも延長を容認する空気が広がった。首相に近い高村氏が主導する実行本部で党内議論を取り仕切り、「ポスト安倍」をうかがう石破茂前地方創生相や岸田文雄外相らの異論は封じられた。
　日本では衆院の任期４年という…【続きあり】
自民改革本部が総裁任期延長で合意　「３期９年」で調整へ

東京新聞2016年10月20日 朝刊

 　自民党の「党・政治制度改革実行本部」（本部長・高村正彦副総裁）は十九日、役員会を開き、党則で「連続二期六年まで」と制限する党総裁任期の延長で合意した。「連続三期九年まで」と「期数制限撤廃」の二案について賛否が分かれ、対応を高村氏に一任。党幹部は期数制限のある方が世論や党内の理解を得やすいとみて「三期九年」で調整するとみられる。今後、全議員対象の本部会合で議論し、事実上決定する。

　本部役員会は党内全派閥からメンバーが選ばれ、出席者全員が延長を認めた。ただ、二案のうち、どちらを推すかでは意見が同数に割れた。

　「三期九年」で決定した場合、来年三月の党大会で党則を改正する方針。現在二期目で二〇一八年九月に任期満了の安倍晋三首相（党総裁）の三選立候補が可能になる。

　時事通信の十月の世論調査では、自民党総裁の任期延長への反対が５８・７％に上り慎重な声が多い。党内でも、次期首相に意欲をみせる石破茂前地方創生相、岸田文雄外相のほか、小泉進次郎農林部会長らが「なぜ今なのか」などと疑問視している。

　石破派の所属議員は「反対は『自分たちのためにやっている』とみられるので難しい。総裁選で堂々と戦うだけだ」としている。
「精神的なタフネス、逆風の選挙で培った」自民・小泉氏
朝日新聞デジタル2016年10月20日00時32分
　■小泉進次郎・自民党農林部会長
　（当選）１、２回生と３回生以上との大きな違いは、（２００９年の）逆風の選挙を経験しているかいなか。僕はあの逆風下がスタートだった。
　どの仕事もそうかもしれないが、最初苦しいと後が楽というのがある。だけど最初が楽だと、それ以上はない。（政権復帰した１２年の）選挙ほど雰囲気のいい選挙はもうない。
　そうすると、危機感をもった活動を日々やらなければいけない。僕自身も支えになっているのは、あの初めての選挙ですから。物を投げられ、ツバを吐かれ、名刺を目の前で破られて、本当に人が止まってくれなくて。マスコミに何を言っても世襲のことしか報じてもらえなくて。
　あの選挙で培われた精神的なタフネス。それがなく（政治活動を）やっていたらと思うと、僕は怖い。（１９日、党本部で記者団に）
「解散いずれ来る」＝若手対象勉強会でハッパ－自民幹事長


自民党の衆院１、２回生との昼食懇談会であいさつする二階俊博幹事長（中央）＝１９日午後、国会内
　自民党は１９日、衆院当選１、２回の若手議員約１２０人を対象とした選挙対策の勉強会を国会内で開いた。二階俊博幹事長は冒頭のあいさつで「次に選挙があるのは衆院であることは間違いない。そろそろ準備をしておく。（衆院解散は）いずれ来る」と述べ、選挙準備を急ぐよう促した。
　勉強会は３グループに分けて開催し、初回となった同日は３４人が出席。二階氏は「選挙は一人ひとり、個人個人の問題だ」と述べ、地元活動の差が勝敗を左右すると強調。二階氏は１８日の記者会見でも「選挙に勝つ気のない人や努力しない人には、当然『差し替え』とか、地元から（声が）沸き起こってくる」と候補差し替えの可能性に言及するなど、若手にハッパを掛けている。（時事通信2016/10/19-20:26）
自民、若手議員を集め選挙塾　二階氏「準備今のうちに」
朝日新聞デジタル2016年10月19日18時51分
　政界に「年明け解散」の臆測が流れるなか、自民党の二階俊博幹事長ら党幹部が１９日、当選１、２回の衆院議員を対象に「選挙塾」を始めた。党員確保や後援会の組織の仕方を指南。来週も２回開く予定だ。
　国会内で昼食を取りながらの会合には、若手議員３４人が参加。二階氏は「選挙はいずれ来る。解散があろうが、なかろうが、準備は今のうちにやる」と語り、党員確保についての悩みなどを聞いた。古屋圭司選対委員長は「候補者を選別してアドバイスをしたい」と述べ、地力の弱い若手を相手に、個別指導する考えを示したという。
日本メディアに苦言＝ロ大統領報道官
　【モスクワ時事】ロシアのペスコフ大統領報道官は１９日、プーチン大統領訪日前に北方領土問題をめぐる日本メディアの報道が過熱していることを受け「（領土交渉は）難しく、雑音に耐えられない」と苦言を呈した。タス通信などが伝えた。
　報道官は、日本政府が日ロ両国による北方領土共同統治案の検討に入ったとする１７日付の一部報道について「朝に伝えられ、その日のうちに日本政府が否定している。何もコメントすることはない」と述べた。（時事通信2016/10/19-20:30）
「蓮舫首相」実現へ共闘＝小沢氏
　自由党の小沢一郎代表は１９日夜、東京都内で開かれた民進党衆院議員の会合であいさつし、「来年１月にも衆院選となり、そこで自民党に勝てば蓮舫首相となる。何としても力を合わせて国民のための政権を打ち立てたい」と述べ、政権奪取に向け野党４党による衆院選の共闘を進める意向を示した。　（時事通信2016/10/19-20:01）
再稼働「県民投票も選択肢の一つ」　米山新知事　柏崎原発の是非判断で
新潟日報2016/10/19 08:10
　知事選で初当選した医師の米山隆一氏（４９）は１８日、東京電力柏崎刈羽原発の再稼働の是非を判断する県民投票の実施について、「最終的な意思決定の場合に考慮すべき選択肢の一つだ」と述べた。
　県庁で当選証書の付与を受けた後、報道陣の取材に答えた。柏崎刈羽原発の再稼働を巡っては、２０１３年１月、市民団体が直接請求した県民投票条例案が県議会臨時会で否決された経緯がある。
　また、世耕弘成経済産業相や東電ホールディングスの首脳から会談を求める声が出ていることについて、米山氏は「東電とも国とも、立場の違いを前提とした上で、話し合いの場を持ちたい」と述べ、就任後、早期に応じる考えを示した。
　時期については「間を置かず」とした上で「一度話し合った上で、順次事態を把握しつつ、話し合いを持っていければ」とし、継続的に行う意向も示した。
泉田新潟知事「東電、福島事故の責任取ってない」　最後の会見 
日経新聞2016/10/19 19:38
　24日で任期満了となる新潟県の泉田裕彦知事は19日、最後の定例記者会見で「東京電力は福島第１原発事故の責任を取っていない。メルトダウン（炉心溶融）隠しがなぜ生じたかの振り返りもない」と述べた。柏崎刈羽原子力発電所（新潟県）の再稼働に向けた議論の前提として、東電に福島事故の検証を求めてきたが、改めて不十分だと批判した。
　16日投開票の知事選で原発の再稼働が主要な争点になったことについて「地域の首長選挙にとどまらず、全国的な話題になった」と指摘。「国に対する次期知事（米山隆一氏）の交渉力は高まっている」とした。
　米山氏は選挙戦で泉田知事の路線継承を訴え、福島事故の検証を進める考えを示した。泉田氏は同氏を支援しなかったが「撤退表明の際に申し上げた通り、後継指名はしない」と述べた。
民進新潟県連代表が辞任へ　知事選への対応混乱で
朝日新聞デジタル2016年10月19日11時22分

黒岩宇洋氏
　新潟県知事選で自主投票を決めたにもかかわらず、初当選した医師の米山隆一氏（４９）を途中から実質的に支援した民進党県連の黒岩宇洋（たかひろ）衆院議員（５０）＝新潟３区＝が混乱の責任を取り、県連代表を辞任する意向を固めたことがわかった。
　県連関係者によると、国会内で１８日にあった県内選出国会議員の会合で、黒岩氏は「支援団体である連合新潟との関係を悪化させた責任を取って辞める」との趣旨の発言をしたという。連合新潟は対立候補を支持した。議員は続ける見通し。
　知事選で、県連は泉田裕彦知事…【続きあり】
民進と連合に亀裂　問われる原発問題へのスタンス
朝日新聞デジタル関根慎一、松井望美2016年10月19日10時37分
　原発再稼働に慎重な野党系が当選した新潟知事選をめぐり、民進党と連合の間で亀裂が生じている。自主投票ながら蓮舫代表が最終盤に応援に入ったことに連合が反発。結果は野党系の勝利で、民進党内では連合の存在ゆえに乗り遅れた執行部への批判が根強い。原発問題のスタンスを確立できない党の姿勢も問われている。

連合と民進（民主）との関係
　蓮舫代表は１７日、東京都内で記者団の取材に応じた。新潟知事選で当選した米山隆一氏（４９）が民進の公認内定者だったことに触れ、「もともと私たちの仲間だった。オール新潟の声をうけて応援させていただいた」と強調。原発再稼働の是非には触れずに「選挙の結果、上げられた声の重みは知事が背負うべきだ。我々の考えが大きく変わるものではない」と強調した。
　投開票日２日前に急きょ米山氏の応援に入った蓮舫氏。再稼働推進派の電力総連を抱える連合は、民進の「自主投票」方針を踏まえ、自公推薦候補を支援していただけに、蓮舫氏の新潟入りには幹部が「理解不能だ。執行部を信用していいかわからない」と激怒した。こうした反発について問われた蓮舫氏は「お互い思っているところが違うのは望ましいことではない。率直な意見交換を含めて連携したい」と神妙だった。
　連合は民主党時代を含めて有力…【続きあり】
しんぶん赤旗2016年10月20日(木)

“本気の共闘”で安倍暴走政治に審判を　　衆院福岡６区補選　新井候補の勝利を　志位委員長が訴え　　民進　安住代表代行、自由　玉城幹事長、社民　吉田党首とともに

　２３日の投票日が目前に迫った衆院福岡６区補選で、野党統一の新井ふみ子候補＝民進党公認＝の必勝をめざして、日本共産党の志位和夫委員長、民進党の安住淳代表代行、自由党の玉城デニー幹事長、社民党の吉田忠智党首は１９日、市民団体が呼び掛けた共同街頭演説を福岡・西鉄久留米駅前で行いました。野党の代表が力強く訴えると、宣伝カー前の歩道にぎっしり集まった聴衆は新井候補のイメージカラーの黄色いチーフを振ったり、「野党は共闘！」のプラカードを揺らし、熱気に満ちあふれました。
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（写真）４野党共同街頭演説。（左から）安住淳代表代行、新井ふみ子候補、志位和夫委員長、玉城デニー幹事長、吉田忠智党首＝19日、福岡県久留米市


　新井候補は「市民のみなさんのおかげで大きな波が起きている。野党の代表としてたたかう責任を受け止め頑張る」と訴えました。応援に立った「戦争法廃止を目指す久留米実行委員会」の踊（おどり）真一郎さんは、共同演説が実現した喜びを語り、「（共闘は）野合じゃない。これが民主主義だ」と訴えました。

　「いま日本で野党と市民の共闘という新しい民主主義の流れが起こり、広がっています」と語りかけた志位氏。７月の参院選で１人区の３２すべてで野党統一候補が実現し、１１で勝利したことに続き、１６日の新潟県知事選では野党統一候補の米山隆一氏が「現状では原発再稼働を認めない」ときっぱり主張し、歴史的勝利をかちとったとして、「大義の旗を掲げ、野党と市民が本気で力をあわせれば、その力は何倍にもなり、自公に打ち勝てます。“本気の共闘”の力を発揮して、新井ふみ子さんの勝利をかちとりましょう」と訴えると、大きな拍手がわき起こりました。

　民進・安住氏は「市民団体のみなさんが欠かさず全国で地道に安保法反対運動をしてきた。この流れを止めないために私たち政党は頑張る。（改憲勢力）３分の２の議席を割らせるために共闘しないといけない」「共産党には（候補一本化へ）決断をしていただいた。本当にありがとうございました。みなさんの期待に応えます」と力を込めました。

　自由・玉城氏は「オール沖縄」の力を語り、「野党が力をあわせれば安倍一強勢力を打ち倒せる。絶対に新井さんを国会に送ろう」と強調。社民・吉田氏は新潟知事選の結果にふれ、「地方でも地殻変動が起きている。必ず勝利をかちとろう」と呼びかけました。

　演説で志位氏は「あまりにも安倍政権が危ない。みんなで力をあわせることがどうしても必要です」と共闘の大義を語り、４野党が安倍暴走政治と対決する四つの旗印―(1)安保法制を廃止し、立憲主義を取り戻す(2)アベノミクスによる格差と貧困を是正する(3)ＴＰＰ（環太平洋連携協定）や沖縄問題など、国民の声に耳を傾けない強権政治を許さない(4)安倍政権のもとでの憲法改悪に反対する―を確認して補選をたたかっていると強調しました。

　安保法制＝戦争法が本格的な運用段階にあり、差し迫った大問題は南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）に派兵されている自衛隊への新任務付与だと指摘しました。７月の大規模戦闘の発生など、同国の内戦が深刻になっているのに、安倍晋三首相が「内戦」とも「戦闘」とも認めないことについて、「危険を危険として認めない。こういう態度が一番危険です」とズバリ。新任務の付与によって南スーダンが「殺し、殺される」最初のケースになる危険があることを告発し、「安保法制をきっぱり廃止し、立憲主義を取り戻そう。平和の願いを新井ふみ子さんに」と呼びかけました。

　志位氏は、「アベノミクス」について、個人消費が戦後初めて２年連続でマイナスとなったことなど、「『アベノミクス不況』がことの真相ではないでしょうか」と指摘。「格差をただし、暮らしを応援して、経済を立て直す。これが野党の立場です」と訴えると、大きな拍手が起こりました。

　さらに志位氏は、物価が上昇しても賃金がマイナスになれば年金をマイナスにする「年金カット法案｣や､年金積立金の株式運用拡大で１０・５兆円の大穴をあけた問題を厳しく批判し､｢新井さんで間違った政治を切り替えましょう｣と訴えました｡

　さらに「残業代ゼロ法案」について「過労死」を促進すると批判。電通の若い女性社員の過労自殺に言及し、「日本では法律で残業の上限が決まっていません。野党は残業の上限を法律で規制する労働基準法改正案を国会に提出しています。野党を勝たせ実現しましょう」と述べました。

　志位氏はＴＰＰについて、「国会決議」が完全にほごにされたことなどに加え、輸入米の価格偽装という大問題が発覚したとして、「ことごとく根拠が崩れています。ＴＰＰ協定案を通すことは絶対まかりなりません」と強調。さらに、山本有二農水相が、佐藤勉衆院議院運営委員長のパーティーで、ＴＰＰ協定案について「強行採決するかどうかは佐藤さんが決めると思っている。そこで参上した」などと発言したことについて、「農水相が事実上、強行採決を促すことになります。政府・与党のおごり極まれりといわなければなりません」と厳しく批判し、「ＴＰＰ協定をストップするために野党は頑張ります。その願いを新井さんに託してください」と力を込めました。

　最後に志位氏は、憲法改定問題について「４野党の憲法に対する考え方はそれぞれ違います。しかし安倍政権のもとでの改憲は許さないことで一致しています」と力説。憲法を憲法でなくす「自民党改憲案」の危険性を解き明かし、「世界にほこる憲法を守り生かす一票を託してください。支持の輪を広げに広げてください」と訴えると、盛大な拍手がわき起こりました。

高市総務相、加藤１億相が靖国参拝＝秋季例大祭


靖国神社に参拝に訪れた高市早苗総務相（中央）＝１９日午後、東京・九段北
　高市早苗総務相と加藤勝信１億総活躍担当相は１９日午後、東京・九段北の靖国神社を秋季例大祭に合わせてそれぞれ参拝した。今秋の例大祭で閣僚の参拝は初めて。高市氏はこの後、「国策に殉じた方々のみ霊に、尊崇の念を持って感謝の誠をささげた。（戦没者慰霊が）決して外交問題になってはならない」と記者団に述べた。
「天皇、今年も深い反省」＝安倍首相「謝罪なし」と対比－韓国紙
　高市氏は２０１４年９月の総務相就任以降、春秋の例大祭や８月１５日の終戦記念日に欠かさず参拝。加藤氏は昨秋の例大祭でも参拝した。同氏は参拝後、記者団に「私的な思いで参拝した」と述べた。高市氏は「総務大臣」、加藤氏は「国務大臣」の肩書でそれぞれ記帳した。両氏とも玉串料は私費で納めた。


靖国神社を参拝に訪れた加藤勝信１億総活躍担当相＝１９日午後、東京・九段北
　菅義偉官房長官は１９日午後の記者会見で、高市、加藤両氏の参拝について「私人として参拝したと思う。個人の信教の自由に関する問題であるので、政府としては立ち入らない」と語った。
　２０日までの例大祭期間中、安倍晋三首相は参拝を見送る意向で、既に祭具の真榊（まさかき）を奉納した。政府要人の参拝に批判的な中韓両国や東アジアの安定を望む米国に配慮したとみられる。塩崎恭久厚生労働相も真榊を奉納した。
　衛藤晟一首相補佐官も１９日に参拝。この後、記者団に「犠牲になられた方々に感謝し、鎮魂、慰霊の思いで参拝した」と語った。玉串料は私費で納め、記帳には首相補佐官の肩書を使った。（時事通信2016/10/19-17:22）
衛藤補佐官が靖国参拝＝秋季例大祭で
　衛藤晟一首相補佐官は１９日、東京・九段北の靖国神社を秋季例大祭に合わせて参拝した。この後記者団に「犠牲になられた方々に感謝と鎮魂、慰霊の思いで参拝した」と述べた。玉串料は私費で納め、首相補佐官の肩書を記帳した。（時事通信2016/10/19-11:30）
「土人」発言受け、都道府県警に倫理の徹底指示　警察庁
朝日新聞デジタル2016年10月19日20時47分
　沖縄県東村高江周辺で進むヘリパッド移設工事現場の周辺で、警備のため派遣されていた大阪府警の機動隊員が抗議活動をする市民に差別的な発言をした問題を受け、警察庁は１９日、各都道府県警に対し、不適切な言動のないように普段の倫理教養を改めて徹底するよう指示した。出動前に部隊幹部から指導を徹底することも求めた。
　同庁の担当幹部は「どのような状況であれ、あってはならない発言で極めて残念」と話した。
　この問題では、隊員がフェンスをつかんで抗議している市民らに「どこつかんどるんじゃ、ぼけ、土人が」と発言した様子が映った動画が１８日にインターネットに投稿された。
沖縄で機動隊員「土人」と暴言　ヘリパッド建設反対派に

共同通信2016/10/19 12:16

　沖縄県東村と国頭村にまたがる米軍北部訓練場のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設工事を巡り、現場を警備する機動隊員が、工事に反対する人々に向けて「土人」などと暴言を吐いたことが19日、分かった。沖縄県警が明らかにした。

　県警によると、18日午前、北部訓練場のゲート付近で、建設に抗議してフェンスを揺らすなどしていた人々に対し、大阪府警から派遣された20代の機動隊員が「どこつかんどんじゃボケ。土人が」と発言した。

機動隊員「ぼけ、土人が」　ヘリパッド建設抗議の市民に
朝日新聞デジタル2016年10月19日12時49分
　沖縄県東村（ひがしそん）高江周辺で進むヘリパッド移設工事現場の周辺で、抗議活動をしている市民に警察の機動隊員が差別的な発言をしたとして、沖縄県警は１９日、「極めて遺憾だ」と謝罪した。
　発言の様子を映した動画は、１８日にインターネットの動画サイトに投稿された。フェンスをつかんで抗議していた市民らに、機動隊員が「どこつかんどるんじゃ、ぼけ、土人が」と発言する様子が映っている。
　県警によると、発言したのは沖縄県警の要請で大阪府警が派遣した２０代の男性機動隊員。１８日午前９時５０分ごろ、高江近くの県道付近で警備中に発言し、本人も事実を認めているという。
　沖縄では、沖縄戦時や本土復帰前、本土側が沖縄の人々を見下す言葉として「土人」を使っていたと認識されている。動画サイトには、機動隊員が市民を「シナ人」と呼ぶ様子を映した動画も投稿され、沖縄県警が調べている。
　県警警備２課の喜納啓信次席は「現場では冷静沈着で丁寧な対応を指導してきたが、発言は遺憾。このようなことがないよう改めて指導する」と話した。
しんぶん赤旗2016年10月20日(木)

機動隊員が差別暴言　撤退と謝罪求める　沖縄選出の野党国会議員
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（写真）高江での機動隊員の「土人」発言を受け警察庁に猛抗議する沖縄選出の国会議員ら＝19日、衆院第２議員会館


　沖縄選出の野党国会議員５氏は１９日、沖縄県東村高江で機動隊員が、抗議する市民に対し「土人」などと発言した問題で、国会で警察庁に抗議した上で、県外から派遣された機動隊の撤退と県民への謝罪を要求しました。

　同庁警備局警備課の高塚洋志理事官は事実関係を認め、発言を行った隊員の配置を換え、近く帰任させると説明しました。一方、沖縄県民への謝罪は明言しませんでした。

　社民党の照屋寛徳衆院議員は「単なる軽率な発言で済む問題ではなく、人格権を否定するような犯罪行為だ」と糾弾。日本共産党の赤嶺政賢衆院議員は「『土人』発言はどんな事情があっても許されない。謝罪すべきだ」と追及しました。

　「沖縄の風」の伊波洋一参院議員は、県外からの大量の機動隊員が市民を“犯罪者”扱いして警備するかぎり同じ問題が繰り返されるとし、「機動隊撤収こそ求められている」と強調。仲里利信衆院議員は、「琉球人」として蔑視された歴史を県民に思い起こさせる発言で「一青年の言葉ではない」と個人の責任にとどまらない暴言だと指摘しました。

機動隊員の暴言「不適切」＝菅長官
　菅義偉官房長官は１９日午後の記者会見で、米軍北部訓練場（沖縄県東村など）で警備中だった機動隊員が住民に「土人」と暴言を吐いたことについて、「不適切な発言を行ったことは大変残念だ。今後はこのようなことがないように警察で適切に対応していく」と述べた。既にこの隊員を担当から外したことも明らかにした。（時事通信2016/10/19-17:19）
沖縄の機動隊員「土人」発言、菅氏「許すまじきこと」
朝日新聞デジタル2016年10月19日18時39分
　菅義偉官房長官は１９日の記者会見で、沖縄県東村で進むヘリパッド移設工事現場周辺で、警察の機動隊員が抗議活動をする市民に「土人が」と発言したことについて、「警察官が不適切な発言を行ったことは大変残念だ」と語った。
　沖縄県警によると、発言したのは沖縄県警の要請で大阪府警が派遣した２０代の男性機動隊員。１８日にインターネットの動画サイトに「どこつかんどるんじゃ、ぼけ、土人が」と発言する様子が投稿された。
　菅氏は会見で「これは許すまじきことなので、警察庁においてしっかり対応するという報告を受けている」と説明。工事への影響については「法に基づいて適切に工事は進めていくべきだ」と述べた。
菅官房長官「大変残念」　高江警備の「土人」発言

琉球新報2016年10月19日 19:21 
　【東京】菅義偉官房長官は１９日午後の会見で、米軍北部訓練場のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設で、工事に反対する市民に対して機動隊員が「土人」と発言した問題について「警察官が不適切な発言を行ったことは大変残念だ。今後はこのようなことがないよう警察で適切に対応するだろう」と苦言を呈した。工事への影響については「法に基づいて適切に進めていくべきだ」と述べ、引き続き計画を推進する考えを示した。
　県内では機動隊員の発言は、県民に対する潜在的な差別意識の表れとの指摘があることについては「そこは全くないと思う」と否定した。
　「土人」という言葉の持つ意味については「発言は承知しているが、私の立場ではどういう段階で言ったのかは承知していない。ただ、言うべきことではないと思う」と述べるにとどめた。【琉球新報電子版】
沖縄県警が「土人」発言認める　「シナ人」発言は確認急ぐ

沖縄タイムス2016年10月19日 12:20

　米軍ヘリパッド建設工事で東村高江周辺を警備する機動隊員が、建設に反対する市民に向かって「触るな。土人」などと発言していた問題で、沖縄県警は１９日午前、事実関係を認めた。県警の調べで、大阪府警の２０代の男性機動隊員が発言を認めたという。県警は差別的用語で不適切な発言だったと説明し「今回の発言は極めて遺憾。以後そのようなことがないようあらためて指導する」とコメントした



ヘリパッド建設反対を訴える市民を取り囲む機動隊員＝１８日、東村高江・米軍北部訓練場Ｎ１地区表側出入り口前

　また、高江警備で別の機動隊員が、反対市民に対して「シナ人」と発言している動画が配信されているとして、県警警備２課が事実確認を急いでいる。

高江警備暴言、「シナ人」も　別の大阪府警機動隊員

琉球新報2016年10月19日 18:12 
　東村と国頭村に広がる北部訓練場のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）の建設を巡り、大阪府警の警備隊員が「黙れ、こら、シナ人」と暴言を吐いていたことが１９日分かった。県警が同日午後、明らかにして謝罪した。警備活動ではこの発言以外にも抗議運動参加者を「土人」と呼ぶなど、差別的な表現が相次いで確認されている。
　県警によると発言をしたのは大阪府警の２０代男性隊員。県警の聞き取り調査などに対し事実関係を認めている。１８日午前９時ごろから米軍北部訓練場のＮ１ゲート付近で、右翼関係者と抗議運動参加者がもみ合ったり、罵声を浴びせ合うなどのトラブルがあったという。大阪府警の機動隊十数人が間に入ったところ、一人の抗議参加者に対し、発言した。隊員は県警の聞き取りに対し「興奮して思わず言ってしまった。差別的な認識はなかった」と釈明しているという。
　県警は「シナ人」という言葉について「差別用語としてとらわれかねない不適切な言葉だ」との見解を示している。「土人」発言をした隊員は１９日付けで離県し、大阪府警へと戻った。【琉球新報電子版】
「どこつかんどんじゃボケ。土人が」 機動隊員が沖縄で暴言　ヘリパッド反対の芥川賞作家に

沖縄タイムス2016年10月19日 06:44

　沖縄県東村高江周辺の米軍北部訓練場内のヘリパッド建設で１８日、Ｎ１地区ゲート前で抗議していた芥川賞作家の目取真俊さんに対し、機動隊員が「触るな。土人（どじん）」と発言したことが分かった。目取真さんは「あまりにもひどい。市民をばかにしている」と憤った。



目取真俊さん（左端）を４人がかりで押さえ込む警察官＝１８日、東村高江・米軍北部訓練場Ｎ１地区表側出入り口

　同日午前９時４５分ごろ、目取真さんら市民数人がＮ１ゲートそばで、沖縄防衛局が市民の出入りを防ぐため設置したフェンス越しに工事用トラックの台数を確認していた。その際、機動隊員３人がフェンスから離れるよう指示した際、１人が「触るなクソ。どこつかんどんじゃボケ。土人が」と発言した。市民側は発言者を大阪府警の機動隊員とみている。機動隊員の発言について、県警は本紙の取材に「現時点で把握していない」としている。

　午前１１時半ごろには、工事用トラックの進入を防ごうとした目取真さんを、機動隊員４人が地面に押さえ付ける場面もあった。

　同日は市民７０人がＮ１ゲート前で抗議活動を展開。工事用トラック３６台が同ゲートから訓練場に入り、資材を搬入した。市民５人が北部訓練場内に入り、工事の進捗（しんちょく）を確認した。

　１７日に器物損壊容疑で現行犯逮捕された沖縄平和運動センターの山城博治議長の釈放を求め、市民らは名護署前で集会を開いた。

機動隊員が「土人」発言＝ヘリパッド建設現場－沖縄
　ヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設が進む米軍北部訓練場（沖縄県東村など）で、警備活動に当たっていた機動隊員が反対派住民に「土人」と発言していたことが１９日、分かった。沖縄県警は同日、「極めて遺憾だ。以後そのようなことがないよう指導する」とのコメントを発表した。
　県警によると、１８日午前９時４５分ごろ、東村高江の県道付近に設置された仮設フェンスで、反対派住民がフェンスをたたくなどした。これに対し、大阪府警から派遣された２０代の男性機動隊員が「どこつかんどるんじゃ、ぼけ。土人が」と発言。インターネット上に動画が掲載され、県警が本人に確認したところ、事実関係をおおむね認めたという。
　広辞苑によると、「土人」には未開の土着人との意味があり、差別的意味合いが含まれる。県警も「不適切な発言だと認識している」としている。（時事通信2016/10/19-12:54）
産経新聞2016.10.19 13:36更新 
【沖縄問題】「どこつかんどんじゃボケ、土人が」機動隊員が反対派に暴言　反対派は隊員を「ヤクザ」呼ばわり
　沖縄県警は１９日、同県東村と国頭村にまたがる米軍北部訓練場のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設工事の警備にあたる機動隊員が、工事反対派に「土人」などと暴言を吐いたことを明らかにした。県警によると１８日午前、北部訓練場のゲート付近でフェンスを揺らすなどしていた反対派に対し、大阪府警から派遣された２０歳代の機動隊員が「どこつかんどんじゃボケ。土人が」と発言した。
　この問題をめぐり、地元紙の琉球新報はホームページに読者提供として動画を公開。反対派に何度も激しくフェンスを揺さぶられた後、機動隊員が暴言を吐き、それに対し反対派は３度にわたり機動隊員を「ヤクザ」と呼んでいた。
　一方、沖縄タイムスはホームページで、別の場所とみられる静止画像と音声を公開。音声も機動隊員の発言のみを流し、反対派の発言は省略している。
機動隊員が差別的発言 米軍ヘリ発着場建設に抗議の人に
NHK10月19日 15時10分
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沖縄のアメリカ軍北部訓練場のヘリコプター発着場の建設に抗議していた人に対し、現場の警備のため県外から派遣された警察の機動隊員が差別的な発言をしていたことがわかり、沖縄県警察本部は「極めて遺憾だ」として、対応を指導することにしています。
アメリカ軍北部訓練場では、日本への一部返還の条件となっているヘリコプター発着場の建設が進められていて、建設に反対する市民グループや住民が連日、抗議活動を続けています。
警察によりますと、現場の警備のため派遣されていた大阪府警の２０代の機動隊員が、抗議していた人に対し「土人」という言葉を使って差別的な発言などをしていたことがわかりました。
機動隊員は、当時、抗議していた人たちがフェンスを越えて中に入らないよう警告していたということです。
沖縄県警察本部は「現場で冷静沈着な対応を指導してきたが、今回の発言は差別的な発言であり極めて遺憾だ。今後このようなことがないように、改めて指導していきたい」としています。
現場では反発の声
アメリカ軍北部訓練場のゲートの前では１９日も、ヘリコプター発着場の建設に抗議する５０人ほどの人が座り込みをしています。
大阪府警の機動隊員の差別的な発言に強く反発する声が出ていて、機動隊の車両に向かって「大阪に帰れ」と声をあげる人もいました。
那覇市に住む６５歳の女性は「警察官があのような発言をするのは考えられません。『遺憾だ』とした警察のコメントも信じることができません」と話していました。
また、建設に反対するために大阪府から来た２８歳の男性は「発言はありえないと思います」と話していました。
翁長知事「言語道断 強い憤り」
沖縄県の翁長知事は、１９日夕方、県庁で記者団に対し、「未開の地域住民を侮蔑する意味を含んだ言葉であり、言語道断で、到底許されるものではなく、強い憤りを感じている。国民の安全を守るべき人が、あのような言葉で対処する様子を見ると、沖縄県民に対する配慮は全くないのだなという思いだ。警察の指導が十分に行き届いていないと言わざるをえない」と述べました。そのうえで、翁長知事は、２０日、沖縄県警察本部の池田克史本部長に対して直接、抗議する考えを示しました。
大阪府警「職員への指導を徹底」
大阪府警は「派遣先の沖縄で、不適切な発言があったことは確認しています。本人にも聞き取りを行い、事実関係を調査したうえで対処するとともに、今後このような発言がないよう、職員に対する指導を徹底して参ります」とコメントしています。
官房長官「不適切な発言 大変残念」
菅官房長官は午後の記者会見で、「本人および直近の上司に対し、口頭で厳重注意を行っており、当該隊員については、すでに配置換えを行ったと報告を受けている。北部訓練場において警備に従事する警察官が、不適切な発言を行ったことは大変残念だ。今後は、このようなことがないように、警察で適切に対応していく。発言したことは許されないことだ」と述べました。
また、菅官房長官は移設工事への影響について、「法に基づいて適切に工事は進めていくべきだと思っている」と述べました。
事実確認し知事から言及を 「土人」発言で安慶田副知事

琉球新報2016年10月19日 15:21 
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ヘリパッド建設に反対する市民に機動隊員が「土人」と発言したことに「県としても対応したい」と事実確認の意向を示す安慶田光男副知事＝１９日午後、県庁
　米軍北部訓練場のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設で、工事に反対する市民に対して機動隊員が「土人」と発言した問題で、安慶田光男副知事は１９日午後、県庁で記者団に「事実確認中だ。県としても対応したい」と述べた。安慶田氏は発言について「事実だとすれば、ただですら、今も県外から来た機動隊は帰れという声が上がっている。その中でこのようなことがあれば、いいことではない」とした。
　現段階で県として発言の事実は正式に確認していないとした一方「知事にも相談してコメントしたい。警察にも連絡を取る」と述べた。
　一方、県幹部は同日、発言について「県民に対する差別意識があるのか。蔑視発言の背景が怖い。偏った人たちの考えをそのまま受けているのか。公務中、公務外を問わず、土人という言葉を人に言ってはいけないはずだ」と不快感を示した。
【琉球新報電子版】
＜米軍ヘリパッド＞「土人」発言　共産県議団が沖縄県に申し入れ

沖縄タイムス2016年10月19日 16:11

　米軍ヘリパッド建設工事で東村高江周辺を警備する機動隊員が建設に反対する市民に向かって「触るな、土人」などと発言していた問題で、共産党県議団（渡久地修団長）は１９日午後、県庁で安慶田光男副知事と面談し、機動隊の撤退と建設工事の一時中断を国へ申し入れるよう要請した。

　安慶田氏は「要請を真摯に受け止める」と述べ、県三役で対応を協議する考えを示した。翁長雄志知事は午後５時３０分から緊急のぶら下がり会見を開き、対応などを発表する。

＜機動隊「土人」発言＞翁長知事が不快感　「言語道断」

沖縄タイムス2016年10月19日 18:04

　東村高江周辺の米軍ヘリパッド建設に抗議する市民に機動隊員が「触るな、土人が」などと発言した問題で、翁長雄志知事は１９日、「言語道断で到底許されない」と強く非難した。沖縄県庁で記者団の質問に答えた。



機動隊員の不適切発言について「言語道断で強い憤りを感じる」と話す翁長雄志知事＝１９日午後、沖縄県庁

　知事は動画で発言を確認したことを明らかにし、「地域住民を侮蔑する大変衝撃的な言葉」と憤った。２０日にも池田克史県警本部長と面談し、機動隊員の指導が不十分だとして適切な管理を求める考えを示した。

　これまでの県警の調べでは、発言したのは大阪府警の２０代の男性機動隊員。県警は１９日午前、不適切な発言だったと説明し「極めて遺憾」とするコメントを発表した。

沖縄知事、問題発言で本部長と面談へ＝公安委員長に見解確認－別の隊員も、県警謝罪
　米軍北部訓練場（沖縄県東村など）のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設現場周辺で、機動隊員が不適切な発言をした問題で、翁長雄志沖縄県知事は１９日、「侮辱する意味を含んでおり、言語道断で到底許されない」と述べた。指導徹底を求めるために今後、池田克史県警本部長と面談するとともに、県公安委員長に今回の問題について見解を確認することを明らかにした。
　県警によると、今月１８日、東村高江で、建設に抗議していた人に対し、大阪府警から派遣された２０代の男性機動隊員が「どこつかんどるんじゃ、ぼけ。土人が」と発言していた。この隊員は沖縄を離れ府警に戻ったという。
　翁長氏は「大変衝撃的な言葉で、県民に寄り添うというもの（政府の姿勢）から遠く懸け離れている。信頼関係という意味では厳しい」と述べ、不快感を示した。「機動隊は引き取ってもらいたいという気持ちはあるが、大阪の人だけ出て行け、というのは難しい」とも話した。
　県警は１９日、別の機動隊員が抗議参加者に「シナ人」と発言していたことを明らかにし、「不適切な発言で、極めて遺憾だ」と陳謝した。
　県警によると、１８日午前９時３０分ごろ、右翼関係者と抗議していた参加者が口論となった際、大阪府警から派遣されていた機動隊員が間に入った。参加者から「目が血走っている」などと言われた２０代の機動隊員が「黙れ、こら、シナ人」と発言した。
　隊員は「興奮して思わず言ってしまった。差別的な認識はなかった」と話しているという。県警は「差別的発言ととらえられかねない」としている。（時事通信2016/10/19-21:19）
県警、「土人」発言事実認める　大阪府警機動隊員と判明

琉球新報2016年10月19日 13:54 
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抗議現場では機動隊によりバスとバスの間に囲い込まれ、トイレにも行けず体調不良になる女性たちもいる＝１０月５日、東村高江
　県警は１９日午前、１８日に東村高江の米軍北部訓練場周辺で行われていた警備活動中に、大阪府警の機動隊員が、工事に反対する人々に「土人」と発言した事を認め「発言は遺憾であり、今後そのようなことがないよう指導していきたい」と謝罪した。
　県警警備部によると、不適切な発言をしたのは大阪府警の２０代男性機動隊員。動画の確認や本人、当時現場にいた他の隊員への聞き取りで事実関係が確認された。隊員は抗議をする市民に対し「どこつかんどるんじゃ、ぼけ、土人が」などと発言していた。県警は発言を受けて、同訓練場周辺で警備に当たる機動隊員に対する注意を呼び掛けたという。
「土人」発言は沖縄県外の機動隊員か　「県民見下している」と怒りの声

沖縄タイムス2016年10月19日 07:21

高江ヘリパッド北部訓練場土人発言問題
　沖縄県外から派遣されたとみられる機動隊員が、東村高江周辺の米軍ヘリパッド建設に反対する芥川賞作家の目取真俊さんに発した「土人発言」。市民らは「差別的な内容だ」「県外からの機動隊員は、普段から言動が荒い。県民を見下しているのでは」と憤った。

　映像を撮影した目取真さんは、これまでも暴言を受けたことがあるといい、「県外の機動隊員のやり方は厳しすぎる」と話した。

　目取真さんが押さえ付けられている場面を見た６０代の女性は「県民を差別している」と憤慨。菅義偉官房長官が北部訓練場の年内の過半返還を明言したことで「機動隊員にもプレッシャーになっているのだろう。警備も過剰になってきている」と指摘した。

　毎日抗議活動に参加している宮城勝己さん（６３）は「今日が初めてじゃない。毎日ひどい扱いをされている」と訴えた。



知念ウシさん

ヘリパッド建設反対を訴える市民を取り囲む機動隊員＝１８日、東村高江・米軍北部訓練場Ｎ１地区表側出入り口前



拡大する
伊佐眞一さん



ヘリパッド建設反対を訴える市民を取り囲む機動隊員＝１８日、東村高江・米軍北部訓練場Ｎ１地区表側出入り口前

　一方、元裁判官でうるま市島ぐるみ会議の仲宗根勇共同代表は、沖縄平和運動センターの山城博治議長の器物損壊容疑での逮捕に関し、現場を目撃したという沖縄防衛局職員が山城議長を追尾していなかったとして、準現行犯逮捕の要件を満たさず、過去の高裁判例から今回の逮捕は「違法だ」とした。

復帰後も残る「植民地」意識

　沖縄近代史家の伊佐眞一さん（６５）の話　「土人」という強烈な言葉は、沖縄の歴史や文化を全く知らない本土の機動隊員から発せられたものだろう。権力側の目線に立つ中で、米軍基地問題で国に従わない沖縄へのいら立ちや、本土と沖縄を区別しようという思いが感じられる。言葉の背景には、明治の琉球処分から続く沖縄戦、米軍統治時代、本土復帰を経ても依然としてある本土側の沖縄に対する「植民地」意識がある。

沖縄に対する暴挙表す発言

　むぬかちゃー（ライター）の知念ウシさん（５０）の話　「土人」と呼びたければ、呼べばいい。植民地支配を合法化して維持するのが日米地位協定であり、刑事特別法であることは周知の事実だ。しかし、ウチナーンチュはそれを超える倫理観に基づき、行動している。「土人」という言葉は、植民者が被植民者に対して使う言葉だ。まさに、日米両国が沖縄に対して行っている暴挙を如実に表した発言だ。

機動隊員「土人」発言　激しい罵倒　その精神構造から見えるものは

琉球新報2016年10月19日 06:30 
　沖縄県の東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設に抗議する市民に対し、現場で警備に当たる機動隊員が１８日、「土人」と発言したことに対し、市民や識者からは「沖縄への差別だ」「公務中の侮辱発言はおかしい」などと指摘する声が上がった。
　「土人」という発言は１８日午後、金網越しに抗議行動をする市民らが「基地やめろ」と金網を揺らすなどしたのに対し、機動隊員が「おい、早く、立ち去りなさい」「立ち去れ」などと激しい命令口調で繰り返した。さらに「触るなくそ」「どこつかんどんじゃ、ぼけ」などと罵倒した後、「土人が」と吐き捨てるように発言した。
　これを受け、市民は「おい、ヤクザ」などと反発した。暴言を吐いた同じ機動隊員に蹴られたとの証言も複数市民から上がっている。
　発言を動画で撮影していた作家の目取真俊さんは「見下しており、沖縄に対する侮蔑だ。（このような発言をしても）何とも思わないことが時代の風潮になると怖い。このような機動隊に県民の税金を使わせていいのか」と強く批判した。
　現場近くのフェンス沿いで抗議に参加した名護市の３０代女性は「大阪府警の機動隊だと思うが、巻き舌気味で全て脅しに聞こえた。まるで暴力団のようだった」と語った。
　横田達弁護士は「発言が侮辱罪に当たるかどうかは公然性があるかないかによる」と説明した上で「罪になるかどうか以前に、発言をした精神構造に問題がある。抗議市民を個人として見ていない。そもそも公務中の公務員が侮辱的な発言をすること自体がおかしい」と指摘した。
　精神科医の香山リカ立教大教授は「市民を同じ人間として見ていないのだろう。発言した機動隊員だけの問題ではない。植民地のように扱ってきた沖縄への構造的差別が問題の根源にある」と分析した。
「どんな教育しているのか」　「土人」発言に反発　沖縄高江

琉球新報2016年10月19日 13:18 


工事車両の進入を警戒する市民ら＝１９日午前７時２０分ごろ、米軍北部訓練場メインゲート前
　【ヘリパッド取材班】東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設で１９日午前、市民約２２０人が北部訓練場メインゲート前で抗議集会を開いた。市民は午前７時ごろからメインゲートへの工事車両の進入を警戒しながら抗議を続けた。同日正午現在、ゲートへの工事車両の進入は確認されていない。
　集会で登壇したうるま市具志川九条の会共同代表の仲宗根勇さんは１８日に機動隊員が、抗議する市民に「土人」と発言したことに触れ「警察上層部は隊員にどういった教育をしているのか。県公安委員会はこうした状態を放置してはいけない」と警察の姿勢を批判した。
　また、この日午前９時３０分ごろ、県道７０号を南下したトラック１１台が、北部訓練場Ｎ１地区ゲートに入り、土砂を搬入して再び北上した。
山城議長逮捕　反対運動萎縮狙いか　国の「対話拒否」鮮明

琉球新報2016年10月19日 10:53 


プレハブに追いやられて機動隊に囲まれる山城博治さん（後列中央）＝１７日、東村高江（読者提供）
　米軍北部訓練場のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）移設工事を巡り、抗議運動で同訓練場内に入っていた沖縄平和運動センターの山城博治議長が１７日、フェンスの有刺鉄線を切ったとして器物損壊容疑で逮捕された。政府側には反対運動の“象徴”でもある山城氏の逮捕で市民らを萎縮させる狙いがうかがえる。
　米軍基地を巡る一連の抗議運動の場で政府は過去に、山城議長ら反対運動のリーダーとの折衝や交渉も試み、工事やオスプレイ配備などをできるだけ穏便に進めようとする場面もあった。だが今回の逮捕で“対話拒否”にかじを切ったことが鮮明になった。
　山城氏が逮捕されたことを受けて、政府の強引な工事手法を批判してきた県は「県が法律を破ってでも抗議しろとは言えない。リーダーなだけに慎重に行動した方が良かったのではないか。残念だ」（幹部）と言葉を選んだ。ただ「リーダーである山城氏の狙い撃ちだったのだろうな」とも続ける。
　実際、工事を進める政府の“焦点”は山城氏にあった。
　【当初から対象】
　北部訓練場内の工事現場では連日、数十人の市民が抗議運動を繰り広げる。これに対し政府は当初、米軍施設への立ち入りを禁じた刑事特別法を理由に逮捕を検討していたが、その場合、数十人を一気に逮捕することによる「混乱」が懸念された。
　そのため政府は威力業務妨害罪など刑特法以外の法律を適用し、現場にいる市民の中から特定の人物に絞って逮捕する方向で再検討した。その“対象”として浮上していたのが山城氏だった。
　山城氏の逮捕を受けて防衛省関係者は「これまで相当フェンスを破壊され、提供施設区域内で工事妨害されてきた」と述べ、警察が逮捕に踏み切ったことを“歓迎”する。
　ただ抗議の「現場」を知る沖縄防衛局職員の間では、今回の逮捕に不安も付きまとっている。山城氏はこれまで、平和運動センター議長として現場の仕切り役を担ってきた。市民の先頭で対峙（たいじ）する防衛省職員や機動隊員らに強い言葉を発する一方、現場のもみ合いなどが過熱気味になり、暴力を含む「衝突」に発展しそうになると、市民側に“引く”ことを促すなど、非暴力を抗議運動の柱に据えてきた。
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建設に抗議する男性（中央）を強制的に排除する機動隊員ら＝１７日午前、沖縄県東村高江
　【話ができる人】
　沖縄防衛局の関係者は「山城氏はある意味のバランス感覚もあり、われわれにとって『話ができる人』ではあった。現場にいなくなれば、むしろ反対運動が混乱する事態も考えられる」と漏らす。一方、「だが最近はその山城氏も北部訓練場内に入り、刑特法違反の抗議を率先した。『一線を越えた』んだ」とも述べ、逮捕を正当化した。
　政府関係者は山城氏の逮捕について、既に得ている米側との合意で「基地内で逮捕できた」と明かす。ただ今回のケースのように「機微に触れる案件」は現場の県警から警察庁に相談があり、「斜面という現場の状況や山城さんということから、反対派がさらに反発する可能性がある」ために基地外での逮捕の判断が取られた。
　政府は７月にヘリパッド工事を２年ぶりに再開し、県外からの機動隊の大量派遣や自衛隊ヘリによる機材運搬など、強引な手法で工事を進めてきた。
　当初、抗議の市民らは訓練場内への立ち入りはしていなかった。しかし工事車両を止めるために行った路上の抗議活動で一般通行にも支障が出るといった課題が浮上した結果、抗議の場が訓練場内へと“追い詰められていった”側面もある。
　「年内完成」を目指して移設工事を強行する政府と、抗議運動の市民の対話打ち切りを象徴するような、山城氏の逮捕劇。現場の混乱がより不透明になってきた。（島袋良太、仲村良太）
産経新聞2016.10.20 02:00更新 
防衛省資料盗んだか　逮捕の反対派リーダー　沖縄県警が捜査
　沖縄県警は１９日、同県の米軍北部訓練場（東、国頭両村）のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）移設工事に対する妨害で逮捕した沖縄平和運動センター議長、山城博治（ひろじ）容疑者（６４）が防衛省沖縄防衛局職員に暴行を加え、内部資料を盗んだとして、２０日にも窃盗や暴行容疑で再逮捕する方針を固めた。
　山城容疑者は１７日、ヘリパッド移設工事現場への立ち入りを禁じるフェンスの上に張られた有刺鉄線２本を切ったとして、器物損壊容疑で逮捕された。
　一方、８月２５日に沖縄防衛局職員が暴行を受け、持っていた書類を盗まれる事件が起きている。書類には反対派の妨害に備えた警備態勢や緊急連絡網が記載されており、県警は山城容疑者が関与した疑いがあるとみて捜査していた。
参院選の一票の格差「違憲状態」　広島高裁判決
朝日新聞デジタル久保田侑暉2016年10月19日16時03分
　「一票の格差」が最大３・０８倍だった７月の参院選は投票価値の平等を定めた憲法に違反するとして、弁護士が広島選挙区の選挙無効を求めた訴訟の判決が１９日、広島高裁であった。生野考司裁判長は「違憲状態」と判断した。
　最高裁はこれまで参院選について、最大格差が５・００倍だった２０１０年、４・７７倍だった１３年参院選を「違憲状態」と判断。都道府県を単位とする区割りの見直しを提言していた。これを受け国会は鳥取と島根、高知と徳島を一つの選挙区とする「合区」を導入。７月の参院選で３・０８倍に縮小したことを司法がどう判断するかに注目が集まっていた。
　今回の参院選をめぐっては、すでに各地の高裁・支部で判決が出ており、「違憲状態」か「合憲」かで判断が分かれている。（久保田侑暉）
参院選の一票の格差「違憲状態」　仙台高裁秋田支部判決
朝日新聞デジタル2016年10月19日15時37分
　７月の参院選の「一票の格差」が最大で３・０８倍になったことは憲法違反だとして、弁護士グループが選挙の無効を求めた訴訟の判決で、仙台高裁秋田支部（山田和則裁判長）は１９日、今回の参院選について「違憲状態」と判断した。「合区」の導入で格差が縮小されたことなどから、選挙無効の請求は棄却した。
　今夏の参院選については、二つの弁護士グループが全国の１４高裁・支部で訴訟を起こしており、これまで「違憲状態」と「合憲」で判断が分かれている。
　秋田高裁は、今回の参院選について「都道府県を各選挙区の単位とする選挙制度の仕組みを基本的に維持した」と指摘し、「違憲状態」だったと結論づけた。一方、合区の導入などで「抜本的な見直しに着手し、格差を縮小させた」などと述べ、選挙の無効までは認めなかった。
　最高裁は１０年（最大格差５・００倍）と１３年（同４・７７倍）の参院選を違憲の一歩手前となる「違憲状態」と判断。１３年の判決では「現行の仕組みを維持しながら投票価値の平等を実現することは、著しく困難」と指摘し、都道府県を選挙区として定数設定する制度の見直しを求めた。
　これを受けて徳島と高知、鳥取と島根を一つの選挙区にする合区の導入などで定数を「１０増１０減」とする改正公職選挙法が昨年成立し、格差は縮小した。
参院選の一票の格差「合憲」　福岡高裁宮崎支部
朝日新聞デジタル金山隆之介2016年10月19日11時38分
　７月の参院選の「一票の格差」が最大で３・０８倍に上ったのは憲法違反だとして、弁護士グループが選挙の無効を求めた訴訟の判決が１９日、福岡高裁宮崎支部であった。西川知一郎裁判長は複数の選挙区を一つにする「合区」の導入などで格差が縮小したことを挙げて「合憲」と判断。請求を棄却した。

福岡高裁宮崎支部前で判決を、「保身判決」と訴える原告の弁護団＝１９日午前１１時２０分、宮崎市、小宮路勝撮影




　判決は、国会が取り組んだ定数是正について「部分的にせよ改め、選挙区間における投票価値の不均衡の是正を図るなど、最高裁判決の趣旨を踏まえた国会の裁量権の行使として不合理ではない」と指摘した。
　同様の訴訟は二つの弁護士グループが全国の１４高裁・支部で起こしている。この日の判決は「違憲状態」とした１４日の広島高裁岡山支部、１７日の名古屋高裁金沢支部、「合憲」とした１８日の高松、東京両高裁に続き５件目。
　最高裁は２０１０年（最大格差５・００倍）と１３年（同４・７７倍）の参院選を違憲の一歩手前となる「違憲状態」と判断。１３年参院選については「都道府県を単位として定数を設定する現行制度を速やかに見直すべきだ」とした。
　こうした指摘を受けて、昨年７月には徳島と高知、鳥取と島根を合区するなど定数を「１０増１０減」した改正公選法が成立した。（金山隆之介）
広島、秋田も「違憲状態」＝７月参院選、計４件に－１票格差で高裁・支部判決


　「１票の格差」が最大３．０８倍だった７月の参院選は投票価値の平等に反し違憲として、弁護士グループが選挙無効を求めた訴訟の判決で、仙台高裁秋田支部（山田和則裁判長）と広島高裁（生野考司裁判長）は１９日、選挙を「違憲状態」と判断した。隣接県で選挙区を統合する「合区」導入など格差是正に向けた国会の取り組みに一定の評価を与え、いずれも無効請求は退けた。原告側は上告する。
　二つの弁護士グループは全４５選挙区の無効を求めて１６件の訴訟を起こした。これまでに判決が言い渡された７件は、「違憲状態」が４件、「合憲」は１９日午前の福岡高裁宮崎支部を含めて３件で、判断が分かれている。
　最高裁は２０１４年、最大格差が４．７７倍だった１３年の前回選挙を「違憲状態」と判断し、都道府県単位の選挙区割りの見直しを求めた。このため今回の選挙から「鳥取・島根」と「徳島・高知」で合区を導入するなどの是正措置が実施され、格差は大幅に縮小した。
　しかし、秋田支部判決は「従来の仕組みを基本的に維持しており、違憲状態は解消していない」と指摘。広島高裁判決は、野党から最大２倍を下回る是正案が出されていたことに触れ、「法改正は不十分だった」と判断した上で、「いま一度だけ是正実現に向けた取り組みを待つのが相当だ」とした。
　高裁判決は１１月８日までに出そろう予定で、その後、最高裁が統一判断を示す。（時事通信2016/10/19-18:29）
高裁宮崎支部も「合憲」＝７月参院選で３件目－１票格差訴訟
　「１票の格差」が最大３．０８倍だった７月の参院選は投票価値の平等に反し違憲として、弁護士グループが選挙無効を求めた訴訟の判決で、福岡高裁宮崎支部（西川知一郎裁判長）は１９日、選挙を「合憲」と判断し、原告側の請求を棄却した。隣接県で選挙区を統合する「合区」導入など国会の取り組みを評価し、「格差は看過し得ない程度に達しているが、不均衡を正当化すべき特段の理由がある」と述べた。「合憲」の判決は３件目。
　二つの弁護士グループが全国で起こした１６件の訴訟で５件目の判決。これまで東京、高松両高裁が「合憲」、広島高裁岡山支部と名古屋高裁金沢支部が「違憲状態」と異なる判断を示している。
　今回の選挙では、都道府県単位だった選挙区割りを一部変更し、「鳥取・島根」と「徳島・高知」で合区が初めて導入された。一部選挙区で議員定数を増減させる是正措置を行い、格差は２０１３年の前回選挙（最大４．７７倍）よりも縮小した。
　西川裁判長は、合区による是正措置について「必要最小限度の修正にすぎない」と指摘。しかし、「都道府県単位の選挙区を部分的にせよ改め、選挙制度の抜本的な見直しに向けて引き続き検討し、必ず結論を得るとしている」と述べ、憲法には反しないと結論付けた。
　１９日午後には広島高裁と仙台高裁秋田支部でも判決がある。高裁判決は１１月８日までに出そろう予定。（時事通信2016/10/19-12:04）
日本の加盟６０年演奏会＝国連欧州本部


１８日、ジュネーブの国連欧州本部での演奏会で、指揮をする柳澤寿男さん（中央右）（ｃ）Ｔａｎｉａ　Ｇｒｅｓｓｅ
　【ベルリン時事】日本の国連加盟から今年で６０年になるのを記念し、ジュネーブの国連欧州本部で１８日、同本部と日本代表部の共催で平和を祈る演奏会が開かれた。
　指揮者の柳澤寿男さん＝長野県出身＝がバルカン室内管弦楽団と共に、チャイコフスキーの弦楽セレナーデや、歌手の玉置浩二さんが同楽団のために作曲した「歓喜の歌」などを披露。熱のこもった演奏に各国外交官ら約３００人が聴き入った。
　同楽団は民族紛争を経験した旧ユーゴスラビア諸国の共栄を願って柳澤さんが２００７年に設立した。（時事通信2016/10/19-06:46）
論説 　  新潟知事選／再稼働への不安直視を

山陰中央新報16/10/19

注目された新潟県知事選挙は、東京電力柏崎刈羽原発の再稼働に慎重な立場を鮮明にした新人の米山隆一氏が、自民、公明両党推薦の前長岡市長らを破って当選した。九州電力川内原発の一時停止を公約とした新人が、再稼働を容認した現職を破った７月の鹿児島県知事選に続く結果で、再稼働に反対する声が根強いことを浮き彫りにした。
　原発復興を進める現政権や経済産業省は、２０１１年３月の東京電力福島第１原発事故以来、原発に否定的な意見が増えている現実を正面から受け止め、原発依存のエネルギー政策のまま進んでいいのか、国民の声に丁寧に耳を傾けるべきだ。
　米山氏は「原発事故の検証なしに再稼働は議論しない」と国や東電に厳しい姿勢で臨んだ泉田裕彦知事の路線継承を訴え、再稼働の可否が選挙の最大の争点となった。
　与党幹部や東電、各種業界団体に加え、電力会社の労組の影響力が強い連合新潟までの支持を受けた候補が敗れることは、事故以前には考えられなかったことだろう。
　だが、原発事故後は日本のエネルギーを巡る情勢と世論に大きな変化をもたらした。
　都市の大消費地を重視した電力会社のビジネスは、巨大なリスクを地方に押しつけることになる。再生可能エネルギーのコストは急激に下がり、固定価格買い取り制度の導入や電力市場の完全自由化によって、地方主導の再生可能エネルギービジネスが芽生え、原発依存からの脱却の道が見え始めている。
　今回の選挙結果は、自民党を中心とする保守の政治勢力に産業界、労組までが加わって原子力開発に前向きな知事を選挙で応援し、当選後に「地元の合意を得た」として原発を推進する旧来の手法が通じなくなってきたとも受け止められる。そうだとすれば大きな変化だと言える。
　原発が直面する現実を直視せず、旧態依然とした手法で原発再稼働ができるという前提で作られた今のエネルギー政策では、今後もほころびが出てくる可能性がある。核燃料サイクルと合わせ、今一度見直すべきだ。
　いまだに事故収束の見通しが立てられず、賠償や事故炉の処理などの費用が膨れ上がる中、柏崎刈羽原発の再稼働を経営再建の柱としてきた東電と政府の姿勢も見直しが必要だ。世界各国で、高コストの原発を抱える電力会社の経営は悪化し、分社化などのリストラやビジネスモデルの転換を迫られている。
　本当なら事故を起こした東電こそが、省エネと再生可能エネルギーを中心とし、原発に依存しない新たなビジネスモデルの確立の先頭に立つべきだったのだが、事故から５年半を経た今もそれは進んでいない。経営状況も悪化の一途をたどっている。
　原発事故後、再稼働が進まない原発を抱えている他の電力会社にとっても状況は同じだ。その結果、国費投入や廃炉費用の国民負担など、不透明な形の東電支援、原発支援策が検討され始めた。だが、いつまでもこんなことを続けていたら社会的、経済的なコストは増大する一方だ。
　今回の結果を、単なる地方選挙の結果の一つと矮小（わいしょう）化することなく、日本のエネルギー政策を再度見直すきっかけにすべきだ。


論説　「脱原発」知事誕生続く　地方から国への警鐘だ
佐賀新聞2016年10月19日 05時00分 
　原発再稼働に異論を唱える声が地方で広がっている。７月の鹿児島県知事選に続き、新潟県知事選でも「脱原発」を掲げる新人が自民系候補を破って当選した。同県に立地する東京電力柏崎刈羽原発の再稼働が遠のく形となるだろうが、福島の原発事故の検証が不十分なまま再稼働路線に突き進む国への警鐘と言えよう。
　鹿児島県の場合、原発も争点だったが、現職に対する多選批判が強かった。それを考えれば、新潟県知事選で、「福島の事故の徹底検証なしに柏崎刈羽の再稼働の議論はない」とした現職泉田裕彦氏の路線継承を訴えた野党系の米山隆一氏（４９）の勝利の方が衝撃は大きかった。
　日本維新の会代表の松井一郎大阪府知事が「住民投票的な選挙だった。政治的に再稼働は無理だ」と述べたが、その通りだろう。
　柏崎刈羽原発の再稼働問題はほかの原発と大きく意味が異なる。東電が起こした福島第１原発事故の処理費用は、柏崎刈羽原発の再稼働による収益などで費用を捻出する計画だった。その原発が当面、再稼働が望めないとなれば、東電だけでなく、政府も大きな痛手となる。
　このような状況の中、東電だけでは捻出できない事故処理費用を、電気料金に上乗せする形で国民に負担を求める案が簡単に理解を得られるとは思えない。東電自身も原発にすがる経営からの自己改革を目指す必要がある。
　共同通信社が新潟県知事選前に実施した世論調査では、再稼働に「反対」「どちらかといえば反対」は計６０・９％で、「賛成」「どちらかといえば賛成」の計２４・２％を２倍以上も上回った。
　このうねりは特定の地方だけの現象ではない。佐賀新聞社の県民世論調査を含め、多くの調査で再稼働反対が賛成を上回っている。福島の事故から５年半が過ぎたが、原発がなくても生活ができていること、さらには安全面で不安な原発に再び依存することへの抵抗感が数字に表れているのだろう。
　政府は電力の安定供給のために原発の活用は必要との認識を示す。しかし、川内や伊方原発の再稼働でもそうだったが、原子力規制委員会に判断を丸投げしているような状態で、積極的に政治責任を果たしているように見えない。賛否が分かれる政策となると、政権が表に出ない姿勢に国民は疑問を感じているのではないか。
　野党第一党の民進党の対応も曖昧だ。新潟県知事選は再稼働を望む電力労組への配慮で自主投票とした。選挙戦終盤で新代表の蓮舫氏が応援に入り、つじつまを合わせたようだが、これをもって民進党の勝利とは言えない。二大政党が原発論戦を避けていることが、地方の不信感の底流にある。
　その流れは玄海原発が立地する佐賀県も無縁ではない。知事と２０市町の首長の会議で、伊万里市の塚部芳和市長と神埼市の松本茂幸市長が再稼働に反対の考えを示した。「市民の不安な思いを代弁しなければならない」のが理由だ。
　再稼働の地元同意は知事と玄海町長に委ねられる。判断の際は県民の不満や不安を十分に考慮すべきだ。反対した市長２人以外からも国の説明不足を指摘する意見が出ていた。国が納得のいく説明をするまで、地方は粘り強く問い続けるしかない。（日高勉）
社説　日ソ宣言６０年　今も有効な領土交渉の土台だ

読売新聞2016年10月20日 06時26分

　北方領土交渉を進展させるうえで、今なお重要な土台となり得る公式文書と言えよう。

　日本とソ連が戦争状態を終結させ、国交を回復した「日ソ共同宣言」である。１９日で署名から６０年を迎えた。

　共同宣言は、平和条約締結交渉を継続し、締結後には、ソ連が北方４島のうち歯舞群島と色丹島を引き渡す、と明記した。両国が国会で批准した唯一の文書であり、法的拘束力を有している。

　日本が、宣言に基づく平和条約交渉で、固有の領土である国後島と択捉島を含めた４島の返還を求めてきたのは、正当な対応だ。

　ソ連はその後、「領土問題は解決済み」との強硬姿勢に転じた。冷戦下の交渉は停滞が続いた。

　留意すべきは、ソ連の崩壊後、日本とロシアの首脳が個人的関係を強めた時に、領土問題を解決する機運が高まったことだろう。

　１９９８年、橋本首相はエリツィン大統領に「川奈提案」を行った。４島の北側に国境線を引く一方、当面はロシアの施政権を認めるとの内容だ。エリツィン氏も一定の理解を示したとされる。

　２００１年にプーチン大統領は森首相との会談で、日ソ共同宣言を交渉の「出発点」と確認した。森氏は、歯舞、色丹２島の引き渡しと国後、択捉２島の帰属決定を分離する並行協議を提起した。

　しかし、いずれも首脳の退陣などで交渉は振り出しに戻った。

　日本は、当初の「政経不可分」から、冷戦後は、経済協力をテコに領土問題の進展を図る「拡大均衡」などの方針に転換したが、具体的な成果はなかった。

　安倍首相とプーチン氏は今、信頼関係を深めている。政権基盤が強いという共通項もある。過去の交渉経過を踏まえ、いかに領土返還につなげるかが問われる。

　両首脳は１１月中旬にペルーで、１２月１５日には山口県で会談する。首相は「しぶとく交渉を続け、何とか結果を得たい」と語る。

　プーチン氏は今も日ソ共同宣言を重視する。９月には、「署名されただけでなく、批准された」と述べ、その有効性を強調した。

　無論、軍事施設建設など「ロシア化」が進む４島の現状の下で、返還実現は簡単ではあるまい。

　ロシアは、最大限でも歯舞、色丹２島の引き渡しだけで、最終決着を図りたい方針とされる。４島の帰属問題の解決を求める日本との立場の開きは依然、大きい。

　双方が受け入れ可能な着地点をどう見いだしていくのか。戦略的な取り組みが求められる。

社説　日ソ共同宣言から60年の現実 
日経新聞2016/10/19付
　日本とソ連（当時）が共同宣言に調印してから、今日でちょうど60年となった。同宣言によって戦争状態が終了し、両国は国交を回復した。しかし、北方領土問題は解決せず、いまだに平和条約を結べていないのが現実だ。
　日ソ共同宣言は1956年、当時の鳩山一郎首相とブルガーニン首相がモスクワで署名した。友好善隣関係の回復、互いの請求権の放棄、通商や漁業協力なども盛り込まれ、事実上の平和条約を想定した内容になっていた。
　条約締結に至らなかった理由は領土問題だ。同宣言は平和条約締結後に歯舞、色丹の２島を日本に引き渡すと規定したが、４島の返還を求める日本の世論の抵抗と、冷戦下での日ソ接近を警戒する米国の圧力が強かったためだ。
　その後、ソ連側も日米安保条約の改定に反発。２島引き渡しの公約をほごにし「領土問題は存在しない」との強硬姿勢に転じた。当時の状況を踏まえればやむを得なかったのだろうが、領土交渉が長らく停滞したことは否めない。
　その共同宣言の有効性を、ロシア首脳で初めて公式に認めたのがプーチン大統領だ。2001年、イルクーツクでの日ロ首脳会談では声明で、平和条約の交渉プロセスの出発点となる基本的な法的文書と明記した。大統領は日ソの両議会が同宣言を批准したことを重視し、ソ連の継承国として「履行義務がある」と言及している。
　ただし大統領は、歯舞、色丹の２島を「どのような条件で引き渡すかは明記していない」とクギも刺している。主権の問題を含めてすべて交渉次第というわけだ。
　日本では「２島決着」を危惧する声もあるが、北方領土をめぐる日ロの主張の隔たりはただでさえ大きい。真に領土問題の解決をめざすのなら、大統領が有効性を認めている日ソ共同宣言を軸に交渉を進めていくのが筋だろう。
　北方領土では60年の間にロシア化が着実に進んだ。還暦を迎えた共同宣言をどう生かしていくか。日ロ首脳の知恵が試されている。
社説　日ソ共同宣言６０年　領土交渉　停滞に終止符を
北海道新聞10/19 08:50
　日本と旧ソ連の国交を回復し、平和条約締結後に北方領土の歯舞、色丹両島を返還すると明記した日ソ共同宣言はきょう、調印から６０年を迎えた。
　この間、ソ連はロシアに変わったが、北方領土問題は未解決の懸案として残り、平和条約はいまだ結ばれていない。
　そんな中、プーチン大統領が１２月に来日する。安倍晋三首相との会談では、領土問題についても協議される見通しだ。
　四島の主権をめぐってロシアに譲歩の兆しはないが、両首脳は平和条約締結への意欲を明言する。問題解決の好機との見方もある。
　戦後７１年を経て、すでに元島民の６割以上が亡くなった。いまこそ目に見える進展が必要だ。
　四島返還の主張を守りつつ、どう現実の成果に結びつけるのか。歴史的な合意を期待したい。
■進む元島民の高齢化
　日ソ共同宣言は１９５６年１０月１９日、当時の鳩山一郎首相とブルガーニン首相がモスクワで署名し同年１２月１２日に発効した。両国の戦争状態を終結させた文書だ。
　ただ交渉過程でソ連が歯舞、色丹２島の引き渡しを提案したのに対し、日本は四島返還を主張。国後、択捉両島の扱いに触れられず国境画定は置き去りとなった。
　その後、冷戦構造の中で交渉は事実上断絶し、北方領土問題が固定化されてしまった。
　仕切り直しとなった９３年の細川護熙首相とエリツィン大統領との会談では、四島の名前を列挙した東京宣言で帰属問題の存在を確認した。
　続く２００１年にはプーチン氏と森喜朗首相がロシアで会談し、二つの宣言を併記したイルクーツク声明に署名している。
　この声明に従えば歯舞、色丹の返還とともに国後、択捉両島の帰属問題が協議されるのが筋だ。
　だがプーチン氏は、日ソ共同宣言を根拠に２島で最終決着を図る姿勢を崩していない。このことが領土問題の解決を遅らせる要因となっている。
　しかも、ロシアは四島のインフラ整備を進めている。特に択捉、国後両島には、ショイグ国防相が今年に入って海軍基地の設置検討を表明するなど、軍事面でも実効支配を強めている。
　一方で返還を願う元島民の平均年齢は８１歳を超えた。終戦時１万７２９１人いた居住者のうち３月末現在の生存者は６３１２人。返還運動は２世、３世に引き継がれているが、限界も指摘される。
　残された時間は限られている。
■２島では終われない
　北海道新聞社が先月、道内５０５人を対象に行った世論調査では、まず歯舞、色丹の２島を返還し、残る２島について協議を続ける「２島先行返還」で解決を探るべきだとの回答が４９％を占めた。
　１４年の全道郵送世論調査では２島先行返還の支持は２３％だった。回答の選択肢が異なり単純比較はできないが、２年間で倍増した。
　膠着（こうちゃく）する交渉の中で、２島先行論が現実的な手法として認識されつつあるようだ。
　背景には、領土返還運動を支えてきた根室地域がロシア２００カイリ内サケ・マス流し網漁の禁止などで漁場を失い、経済面で打撃を受け続けていることもあるだろう。
　ただ、先月の世論調査では、２島返還での最終決着への支持は１割に満たなかった。四島返還の原則はゆるがせにできない。
　安倍首相にはこうした声を踏まえ、四島返還という最終目標をしっかり見据えた交渉を求めたい。
■禍根残さぬ解決こそ
　「領土問題解決の期待は何度も裏切られてきた。今回を逃したらもう前進はないかもしれない」
　色丹島出身で、終戦時の北方領土を描いたアニメ映画「ジョバンニの島」の主人公のモデルともなった得能宏（とくのうひろし）さん（８２）は話す。
　「四島返還の種火を残したい。そして島に自由に行けるようにしてほしい」。今は根室に住む得能さんは元島民の願いを代弁する。
　大切なのは、両国の国民の間にわだかまりを生まないことだ。
　「ジョバンニの島」では、ソ連軍の侵攻で生活基盤を失い、過酷な運命にさらされた元島民の姿が描かれた。憤りは今もくすぶる。
　しかし９２年に始まったビザなし交流を通じて元島民と現島民との相互理解は進んだ。四島周辺水域での日本漁船の安全操業など超法規的な協力も維持されてきた。
　漁船拿捕（だほ）など国家間のきしみは続くが、「友情が国を動かす力にもなる」と得能さんは話す。
　領土交渉が今後どんな経過をたどろうとも、北海道とロシア極東の住民は、隣人であり続ける。
　首相が言う「新しいアプローチ」に基づき、プーチン氏が言う「引き分け」を目指す交渉は、双方に禍根を残さない決着を目指して進められねばならない。
時評　日ソ共同宣言６０年　未来志向に徹し知恵絞れ
デーリー東北10月20日 
　冷戦期の１９５６年に日本と旧ソ連が国交を回復した日ソ共同宣言の調印から１９日で６０年を迎えた。ことしはソ連が崩壊して２５年の節目でもある。その後継国家ロシアは対日関係の改善に強い意欲を示し、大きな転換の機運が生まれている。
　対話を重ね「新たなアプローチ」を掲げる安倍晋三首相も広範な経済協力を提示し、関係打開に並々ならぬ意気込みを見せる。１２月にはロシアのプーチン大統領を地元・山口県に招き、首脳会談を行う。
　最大の焦点は懸案の北方領土を巡る帰属問題をどう決着させ、平和条約締結への道筋を付けることができるかどうかだ。
　共同宣言は平和条約の締結後に歯舞、色丹両島を引き渡すと明記した。しかし、日本側は国後、択捉も含む４島を「固有の領土」として返還を要求。双方の主張は平行線をたどり、戦後７０年以上を経ても平和条約を交わせないままだ。
　この間、ソ連時代には東西対立を反映して領土問題の存在さえ否定する時期もあったが、ソ連崩壊の年に態度を変える。プーチン大統領は５６年宣言の有効性を確認した。両国が批准した唯一の法的文書であるとの認識からだ。
　プーチン氏の最近の発言を見ると「領土で取引はしない」と明言しつつ「双方が勝った、負けたと感じない」解決策を唱え、何らかの妥協をにじませる。
　領土問題の解決は重要だが、終着点ではない。むしろ新たな出発点として、東アジア全体の安全保障環境を見据えた戦略的協調の礎石を形作る。その方策を編み出すためには、腰を据え未来志向に徹した知恵を絞ることが望まれる。
　ウクライナの領土クリミアを自国に編入したことで西側の制裁を受け、経済的苦境にあるロシアは国際的な孤立からの脱却を急務とする。日本も対ロ制裁に加わる西側の一員だが、ここにくさびを打ち込み、制裁網を打破したい考えだ。
　米政権が日ロ接近に懸念を示すのはこのためだ。かつて国交回復を急ぐ日本の対ソ接近に米国が圧力をかけた。西側の制裁は冷戦下の事情と異なる。問われるのは国際規範の尊重だ。
　日本の外務省サイトは４島返還要求の根拠を示す中で、ソ連が日本のポツダム宣言受諾後に「千島列島を侵攻し…北方四島のすべてを占領し、一方的に自国に編入」したと指摘する。領土問題の打開に当たっては、ウクライナ危機と同様、「力による現状変更」は断じて容認しない立場を堅持しなければならない。
中日新聞2016年10月19日
二重の戦後処理果たせ　日ソ共同宣言６０年　
　六十年前の今日、日ソ共同宣言が調印された。だが、ロシアはいまだ遠い隣国だ。第二次大戦と冷戦という二重の意味の戦後処理を果たしたい。
　「これは西半球（南北米大陸）における冷戦の最終章だ」
　南米コロンビア政府と左翼ゲリラのコロンビア革命軍が八月、半世紀以上にわたる内戦終結で合意したことを発表したのを受け、和平交渉を側面支援した米政府高官はこうコメントした。
葬られる冷戦の残滓　（ざんし）
　一九五九年のキューバ革命に触発されて、中南米ではマルクス主義を掲げる反政府左翼ゲリラが台頭。革命軍は最盛期には国土の三分の一を実効支配した。内戦は二十二万人以上の犠牲者を生み、七百万人が家を失ったという。
　和平合意は国民投票で僅差で否決されたものの、サントス・コロンビア大統領のノーベル平和賞受賞によって推進力を再び得た。冷戦期、中南米で米国支援の軍事政権などと武力闘争を繰り広げた左翼ゲリラは、コロンビアを最後に歴史の幕を閉じる。
　ノルウェーとともに和平交渉を仲介したキューバも昨年七月、米国と五十四年ぶりに国交回復を果たした。今年三月、現職の米大統領として八十八年ぶりにキューバの地を踏んだオバマ氏は「私はここに、冷戦の残滓を葬るためにやって来た」と演説した。
　翻って北東アジアではどうか。
　第二次大戦後、朝鮮半島では北緯三八度線を境に北をソ連、南を米国が占領した。四八年に南北の両国が成立、五〇年には朝鮮戦争が起きた。冷戦の落とし子の南北分断は固定化されたままだ。
　「冷戦の残滓」はまだある。北方領土問題だ。
大国のはざまの四島
　日ソ共同宣言により、両国は戦争状態を終結させ、国交回復を果たした。だが、国境画定には至らず、宣言は平和条約締結後に歯舞、色丹両島を日本に引き渡すことを明記した。平和条約がない不正常な状態が続く限り、第二次大戦の戦後処理は終わらない。
　共同宣言に至る領土交渉の過程で、米国は二島返還だけでソ連と手を打つのなら、沖縄返還を考え直すと日本を脅した。世に言う「ダレス（国務長官）のどう喝」だ。米国は戦略上、日ソ間に不和の種を残そうとした。
　一方、六〇年の日米安保条約改定直後、ソ連は二島引き渡しの条件に駐留米軍の日本撤退を要求する覚書を日本に送り付けた。
　米ソ対立のはざまでもみくちゃにされた領土問題。その解決は冷戦の負の遺産の清算も意味する。
　安倍晋三首相は十三日の国会答弁で、九月にウラジオストクで行ったプーチン・ロシア大統領との首脳会談について「相当突っ込んだ議論を行い、（領土）交渉を具体的に進めていく道筋が見えてくるような手応えを感じた」と強調。プーチン氏に「自分たちの時に解決するという強い意志を持って交渉を進めていこう」と呼び掛けたことを明らかにした。
　首相の領土問題解決にかける意欲は強く、対ロ外交は積極的だ。極東開発、エネルギーなど八項目の経済協力を掲げ、それを担当するロシア経済分野協力担当相を新設し、世耕弘成経済産業相を兼務させた。
　ロシアとの関係深化は日本のエネルギーの中東依存を減らし、リスク分散につながる。中国の軍事大国化や北朝鮮の核・ミサイル開発という北東アジアの情勢を踏まえれば、ロシアとの協力強化は安全保障にプラスになる。
　対するロシアも世界の成長センターであるアジア・太平洋地域への接近を進めている。欧米との関係が冷却化しているだけに、対日関係を前進させたい思惑もあるようだ。
　首相がそんなロシアの事情もとらえて対ロ接近を図るのは理にかなっている。日ロの現政権とも基盤は安定し、荒業を要する領土交渉を行う条件も整っている。
　ただし、プーチン氏は手ごわい交渉相手だ。プーチン氏は日ソ共同宣言には歯舞、色丹二島の引き渡し条件や、引き渡し後にどの国の主権に属するかは書かれていないと主張する。
　二島を返還するにしても、その条件を高くつり上げようという思惑がちらつく。国後、択捉両島も加えた四島の返還を目標にしてきた日本の立場とは大きく違う。
粘り強い領土交渉を
　戦後七十一年がたち北方四島の元島民も高齢化した。首相が言うように両首脳で解決してほしいが、拙速は禁物だ。首相が前のめりになっている点が気掛かりだ。
　十二月には日ロ首脳会談が日本で予定されている。ロシアのペースにはまり込み、経済協力だけ先行することのないよう、首相には粘り強い交渉を望みたい。
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社説　日ソ共同宣言６０年／領土交渉の姿勢、説明を

　日ソ共同宣言の調印から、きょうで６０年になる。
　日本は敗戦から１１年後にようやく、この共同宣言によって旧ソ連との戦争状態に終止符を打ち、国交を回復させた。しかしこのときに両国が歩み寄れなかった北方領土問題はいまだに解決されず、平和条約も結べないでいる。その現実をあらためて重く受け止めたい。前に進む道を探らなくてはならない。
　択捉島、国後島、色丹島、歯舞群島の北方四島は、旧ソ連が１９４５年２月のヤルタ協定を根拠に占領した。日ソ共同宣言は平和条約を締結した後に色丹、歯舞２島を日本に「引き渡す」と明記している。しかし冷戦構造が続く中で前に進まないまま今に至ってしまった。
　９１年に旧ソ連が崩壊し、ロシアになってからも日本からすれば有効な突破口を見いだせずにきた。「戦勝国の戦利品」とするロシアに対し、日本が「固有の領土」と訴える対立の構図は変わっていない。
　それどころか今世紀になってロシアが択捉島や国後島の軍事拠点化など、実効支配をなし崩しに進める振る舞いが目立つ。こうした中の領土交渉の道が険しいことは明らかだ。
　ただプーチン大統領と安倍晋三首相の首脳外交によって話し合いの機運が出てきたことは歓迎すべきだろう。
　２人の首脳会談は第１次安倍政権から１４回に及ぶ。１１月にはペルーで、１２月１５日には首相の地元の長門市で首脳会談を行う。これほど頻繁に両国のトップが顔を突き合わせて語り合うこと自体、隔世の感がある。互いの信頼を築くことが領土交渉の前提となるのは間違いない。
　気掛かりなのは、日本政府の北方領土問題に対する姿勢がこのところ、揺らいでいるように見えることである。
　プーチン政権は、この宣言が両国が批准した唯一の文書と認めており、事実上２島の返還で問題を最終決着させる姿勢を崩していない。これに対し日本は４島返還を求めてきた。４島の日本の主権が認められるなら実際の返還の時期や条件については柔軟に対応するとして、４島の主権は譲らない構えできた。
　最大のヤマ場となる長門の首脳会談にどう臨むのか。ここにきて外交政策の根幹に関わる方針転換が伝えられた。ロシアが「北方領土は日本に帰属する」と認めないままでも、領土が戻るなら平和条約を締結する方向で検討に入ったという。
　これが何を意味するのか。共同宣言に従って色丹島と歯舞群島の「２島先行返還」方式による打開を視野に入れているようだ。その場合、択捉島と国後島は継続協議として棚上げの可能性が出てきた。ロシア側にかなり譲歩することになる。
　国後島の出身者らからは「２島返還で終われば、この６０年は何だったのか」という声も聞こえてくる。もし北方領土問題と向き合う基本的な姿勢を見直すとすれば、まずは国民に明確に説明すべきである。
　政府は１兆円を超える経済協力を先行させたいようだが、ロシアに「食い逃げ」されるリスクも指摘される。長門での会談の成果をてこに、来年１月の解散も取り沙汰されるが、そのために交渉を急ぐのはもってのほかである。前のめりになり過ぎず、冷静に備えてほしい。

社説　ＴＰＰ審議　批准急ぐ必要は全くない
新潟日報2016/10/19
　批准を急ぐ必要は全くない。疑問点が解消されるまで、徹底して議論するべきだ。
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案に関する衆院特別委員会で、与野党が本格的な論戦に入った。
　安倍晋三首相は「世界の国内総生産（ＧＤＰ）の４割を含む経済圏でモノや人が自由に飛び交い、しっかりとしたルールで貿易が行われる」と意義を強調した。
　一方、「まだ不安を持つ方がいるのは事実であり、不安を解消していないのは申し訳ない」とも述べている。
　ＴＰＰが発効すれば、農林水産物は８割の関税が最終的に撤廃され、海外の安い農産物の輸入が拡大するとみられる。農家が不安を拭えないのは当然といえよう。
　衆参両院の農林水産委員会は、コメ、麦、牛・豚肉、乳製品、サトウキビなど甘味資源作物の農業重要５項目について、関税撤廃の例外とするよう決議している。
　だが、ＴＰＰではコメを無関税で輸入する枠が設けられ、牛・豚肉の関税は引き下げられる。輸入量増加は避けられない。
　国会決議が守られたのかどうかを、しっかりと議論することが最も重要である。
　野党は先の通常国会に続き、政府が黒塗りにしているＴＰＰの交渉過程の記録を開示するよう求めた。交渉の責任者だった甘利明前経済再生担当相の参考人招致も要求している。
　安倍首相は交渉結果に関し、既に開示した情報をもとに審議するよう答弁した。参考人招致については「甘利氏の交渉は、公表しないことを前提にしている」などと否定的な見解を示した。
　ＴＰＰの議論を深めるには情報開示が不可欠だ。政府は秘密保持を盾に、隠しすぎではないか。
　野党は輸入米をめぐり、業者間の「調整金」と言われるリベートで、国が管理する価格より安く流通している可能性を指摘した。
　政府はＴＰＰで輸入米が増加しても、国産米を買い入れるため、国産米の価格に影響しないと強調してきた。リベートが国産米価格に影響を与えていたとすれば、試算の前提が崩れかねない。
　安倍首相は「調査の結果、国産米の価格に影響を与えていない」と反論した。議論を平行線のまま終わらせないためには、調査データの開示が必要だろう。
　政府、与党は今臨時国会中の承認を目指し、月内にも衆院を通過させたい考えだ。野党は強行採決を警戒している。
　だが、ＴＰＰは米国が批准しない限り発効しない。オバマ大統領は任期中に議会の承認を得たい考えだが、上下両院で多数派の野党、共和党は反対している。
　大統領選候補の民主党、クリントン氏と共和党、トランプ氏は反対の立場だ。
　日本政府は先に批准することで、米国の批准を促せると期待する。だが米国が他国の働き掛けで政策を変更するとは考えにくい。
　他の参加国の多くは、米国の動きを見極める姿勢だ。日本だけが率先する理由はない。
社説　一票の不平等　弥縫策を容認するな

東京新聞2016年10月20日

 　参院選の「一票の不平等」は「違憲状態」と「合憲」に高裁判決が分かれる。初の「合区」を設けた選挙だったが、最小限の手直しを容認する判決には納得できない。追求すべきは抜本改正である。

　合区とは隣り合う県の選挙区を統合する方法で、鳥取と島根、高知と徳島をそれぞれ一つの選挙区とした。定数も十増十減した。それでも最大で三・〇八倍の不平等が残ったのが、夏の参院選だった。一人が一票の人もいれば、〇・三票しかない人がいる状態である。

　明らかな不平等である。

　最高裁はずっと不平等を解消すべく警告を発し続けてきた。二〇一四年には「都道府県単位の方式を改める立法措置がいる」と述べていた。だから二つの合区にした改正をどう評価するかが、今回の高裁判決のポイントだ。

　全国十四の高裁・高裁支部で次々と判決が出る。既に東京高裁など三件は「合憲」、名古屋高裁金沢支部など四件は「違憲状態」である。違憲状態とは不平等が著しいが、是正に必要な期間を経過していない場合だ。いわばタイムオーバーではないという論理だ。

　違憲状態判決は、是正策を一定程度評価しても、著しい不平等状態を解消するには足りないと考える。「合区を二つにとどめるのは適切でない」と述べた裁判所もある。要するに弥縫策（びほうさく）と指摘されたのと同然なのだ。

　合憲判決は、合区が参院創設から初の取り組みであることを強調する。国会が次の参院選に向け改革の約束をしている点も重んじる。かつては五倍あった格差が三倍に縮小した現実も挙げる。「三倍超の格差は埼玉と福井を比べた場合のみ」という指摘もあった。

　この考え方はおかしい。埼玉の有権者を犠牲にするし、裁判所があたかも三倍というハードルを是認しているようにも受け取れるからだ。合憲判断は、投票価値の平等を求める憲法を直視しているとは思えない。不平等の現状を認めれば改善の原動力たりえない。

　そもそも一〇年ごろは当時の参院議長らが都道府県単位の選挙区を廃して、全国を九つのブロックに分割する試案を出した。この方法だと格差は最大で一・一五倍まで縮まる。不可能ではないのにいつしか頓挫してしまった。

　議論すべきは本来、このような抜本策である。司法が甘い姿勢なら、政治も甘える。議会制度の根本問題だから、不平等の解消にもっと真剣さが必要なのだ。

徳島新聞10月19日付 
社説 １票格差高松判決  合憲でも参院は是正急げ  
　「１票の格差」が最大３・０８倍で実施された７月の参院選は、選挙権の平等に反し違憲－。そう主張して、合区になった「徳島・高知」と香川、愛媛の３選挙区の有権者らが選挙の無効を求めた訴訟で、高松高裁は格差を「合憲」と判断し、選挙無効の請求を棄却した。
　裁判長は「投票価値の不平等が看過できない程度に達したとはいえない」との判断を示した。合区を含む格差是正策については「違憲状態を是正する緊急措置としてはやむを得ない」とした。
　徳島・高知、鳥取・島根の４県の２合区を含む選挙区定数の「１０増１０減」措置による格差是正の結果が、認められた形である。
　各政党、国会は判決を重く受け止め、一層の格差是正に努めなければならない。
　判決では、都道府県単位を基本とする区割りについて「住民の意思を集約的に反映でき、相応の合理性がある」と指摘した。
　合区４県では、島根を除く３県で、投票率が過去最低を記録した。選挙区に地元の候補がいなかった高知県は４５・５２％と全国最低だった。
　私たちは、合区が有権者の選挙への関心を低下させるなど弊害が多いため、今回限りにするよう主張してきた。全国知事会も合区の早期解消を求めている。
　今回、司法が、都道府県の枠組みに依拠する意思の集約に理解を示したことは注目に値する。
　ただ、合憲と判断されたとはいえ、格差是正が十分でないことは明らかである。
　今後、国会の対応策が問われるが、自民党などは合区解消を目指す構えだ。
　都道府県から改選時に最低１人の代表を選出できるように、憲法に位置付けるという考えもある。だが、憲法改正は容易ではなかろう。
　現実的なのは、参院定数を増やすほか、比例代表の定数を選挙区に振り替える方策だ。議員の歳費などに総枠を設ければ、定数が増えた分、議員への配分を減らせる。
　定数削減ばかりが「身を切る改革」ではあるまい。定数増による是正は有力な検討対象となろう。並行して抜本策を検討することも大事だ。
　高松高裁の判決は、二つの弁護士グループが、全国１４の高裁・高裁支部に起こした計１６件の訴訟の一つである。
　広島高裁岡山支部と名古屋高裁金沢支部の判決は、３倍超の格差について「不平等状態を解消するには足りない」とし「違憲状態」とした。
　一方、東京高裁は「著しい不平等があったとはいえない」として「合憲」とするなど判断は分かれている。
　最高裁大法廷は来年春以降に統一判断を示す見通しだ。
　参院選の格差を巡って最高裁は、前回の２０１３年参院選の最大格差４・７７倍を「違憲状態」と判断するなど平等重視の傾向を強めている。
　国会は知恵を絞った是正策を、国民に提示してほしい。
社説　高江の警察活動　「二重基準」を疑わせる

琉球新報2016年10月19日 06:02 
　米軍北部訓練場の返還に伴う新たなヘリコプター着陸帯工事に関し、現場で活動する警察官、県警幹部に警察法を読み返してほしい。
　警察法３条にはこう書かれている。「警察の職務を行うすべての職員は日本国憲法及び法律を擁護し、不偏不党且（か）つ公平中正にその職務を遂行する旨の宣誓を行う」
　現状を見る限り、北部訓練場周辺では警察官としての初心を忘れたとしか思えない警察活動が続く。
　工事に必要な砂利を運搬するダンプカーに道路車両運送法違反の不正改造などが疑われるとして、沖縄総合事務局陸運事務所は、市民からの資料提供を受け、業者に実態を確認する予定だ。
　現場にいる警察官は、不正改造が疑われる車が目前を通過したのに、なぜ注意や指導をしなかったのか。
　抗議の市民らはブレーキランプ故障などわずかな整備不良でも注意されるという。目視だけで注意できるのであれば、ダンプカーにも同様に対処すべきであろう。市民から恣意（しい）的とみられかねない取り締まりは慎むべきだ。
　一方、名護署は抗議活動の中心人物である沖縄平和運動センターの山城博治議長を器物損壊容疑で逮捕した。提供施設と工事現場を隔てる有刺鉄線を切断したというのが逮捕容疑だ。この問題に対し、抗議活動の市民らは「抗議活動の中心人物を狙った」「運動を萎縮させる目的」などと批判している。
　工事を推進するためなら多少の不都合は見過ごしても、抗議する市民の側は徹底的に取り締まるという二重基準がありはしないか。これまでにも工事車両を警察車両が先導したり、工事車両の荷台に警察官を乗せて運んだりする例もあった。「不偏不党、公平中正」の理念を疑わせる。
　着陸帯建設に対しては、大宜味村議会や県議会などが工事中止を求める意見書を可決し、地元の東村は、集落近くに新設されたＮ４地区の着陸帯使用禁止を求める意見書と抗議決議を可決している。
　各議会に共通するのは、高江区や県民の反対を押し切って着陸帯建設が強行されることへの憤りだ。
　政府が沖縄の声に耳を傾けず、工事を強行することへの憤りが、訓練場内での阻止行動に市民を駆り立てている一面もある。警察は公平中正に市民と向き合ってもらいたい。
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